
 

   千葉市建築関係手数料条例 

 

                                                   平成 12 年 3 月 21 日   

                                                           条 例 第 ４ ２ 号   

最終改正 令和5年3月10日 条例第14号 

 

 （趣旨） 

第１条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第227条の規定により徴収する手数料のうち建築関係の事務に関

するものについては、別に定めるもののほか、この条例の定めるところによる。 

 （手数料の事務、名称及び額） 

第２条 手数料を徴収する事務並びにその手数料の名称及び額は、別表のとおりとする。 

 （手数料の徴収時期及び納付義務者） 

第３条 手数料は、確認、許可、検査等の申請の際に、申請者からこれを徴収する。 

 （手数料の不還付） 

第４条 既に納付した手数料は、還付しない。 

 （手数料の減免） 

第５条 市長は、特別の理由があると認めるものについては、規則で定めるところにより、手数料を減額し、又

は免除することができる。 

 （委任） 

第６条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

   附 則 

  この条例は、平成12年4月 1日から施行する。 

   附 則（平成13年3月 19日条例第21号） 

  この条例は、規則で定める日から施行する。 

   附 則（平成14年12月 18日条例第40号） 

  この条例は、平成 15 年 1 月 1 日から施行する。ただし、別表に 26 の 2 の項を加える改正規定及び同表 40

の項の改正規定は、公布の日から施行する。 

   附 則（平成15年6月 24日条例第37号） 

  この条例は、公布の日から施行する。 

   附 則（平成15年12月 12日条例第54号） 

  この条例は、平成16年4月 1日から施行する。ただし、別表40の項から43の項までの改正規定は、公布の

日から施行する。 

   附 則（平成16年3月 18日条例第22号） 

この条例は、平成16年 4月1日から施行する。 

附 則（平成16年 12月 20日条例第44号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

   附 則（平成18年３月22日条例第26号） 

  この条例は、公布の日から施行する。ただし、別表に９の２の項から９の４の項までを加える改正規定は平

成１８年７月１日から、同表中３９の１３の項を３９の１５の項とし、３９の２の項から３９の１２の項まで

を３９の４の項から３９の１４の項までとし、３９の２の項及び３９の３の項を加える改正規定は同年４月１

日から施行する。 

   附 則（平成18年９月30日条例第51号） 

  この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成19年3月 12日条例第29号） 

この条例は、建築物の安全性の確保を図るための建築基準法等の一部を改正する法律（平成 18 年法律第 92

号）の施行の日から施行する。ただし、別表41の項の改正規定は、平成19年４月１日から施行する。 



 

附 則（平成19年6月 27日条例第36号） 

この条例は、都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（平成19年法律第19号）の施行の日から施行す

る。 

附 則（平成21年6月 1日条例第23号） 

この条例は、平成21年6月4日から施行する。ただし、別表40の項及び41の項の改正規定は、公布の日か

ら施行する。 

附 則（平成23年 12月 19日条例第36号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成24年 12月 14日条例第48号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成26年3月 20日条例第30号） 

１ この条例は、平成２６年４月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の別表５４の項及び５８の項の規定は、この条例の施行の日以後の申請に係る手数

料について適用し、同日前の申請に係る手数料については、なお従前の例による。 

附 則（平成27年３月９日条例第35号） 

１ この条例は、平成 27 年４月１日から施行する。ただし、別表１の項、別表４の項から別表９の項まで、

別表 54 の項（第２号の改正規定に限る。）、別表 55 の項（第２号の改正規定に限る。）、別表 58 の項、

別表59の項及び別表備考の改正規定、別表に９の２の項を加える改正規定並びに次項の規定は、平成27年

６月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の別表１の項、54の項第２号、55の項第２号、58の項第２号及び59の項第２号の

規定は、平成 27 年６月１日以後の申請に係る手数料について適用し、同日前の申請に係る手数料について

は、なお従前の例による。 

附 則（平成27年９月18日条例第71号） 

  この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成28年３月22日条例第27号） 

この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

 附 則（平成29年３月21日条例第25号） 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前に都市の低炭素化の促進に関する法律（平成２４年法律

第８４号）第５３条第１項の規定に基づく低炭素建築物新築等計画が同法第５４条第１項第１号から第３号

までに掲げる基準に適合していることを建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成２７年法律

第５３号。以下「建築物省エネ法」という。）附則第６条の規定による改正前のエネルギーの使用の合理化等

に関する法律（昭和５４年法律第４９号）第７６条第１項に規定する登録建築物調査機関（以下「登録建築

物調査機関」という。）が証した書類は、この条例による改正後の別表５８の項第１号ア及び５９の項第１号

アにおいて登録住宅性能評価機関及び登録建築物エネルギー消費性能判定機関が証する書類とみなす。 

３ 施行日前に建築物省エネ法第２９条第１項の規定に基づく建築物エネルギー消費性能向上計画が建築物省

エネ法第３０条第１項に掲げる基準に適合していることを登録建築物調査機関が証した書類は、この条例に

よる改正後の別表６１の項第１号ア及び６２の項第１号アにおいて登録住宅性能評価機関及び登録建築物エ

ネルギー消費性能判定機関が証する書類とみなす。 

４ 施行日前に建築物が建築物省エネ法第２条第３号に掲げる建築物エネルギー消費性能基準に適合している

ことを登録建築物調査機関が証した書類は、この条例による改正後の別表６３の項第１号において登録住宅

性能評価機関及び登録建築物エネルギー消費性能判定機関が証する書類とみなす。 

附 則（平成30年３月20日条例第25号） 

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則（平成30年９月21日条例第39号） 



 

 この条例は、建築基準法の一部を改正する法律（平成３０年法律第６７号）第１条の規定の施行の日又は公布

の日のいずれか遅い日から施行する。ただし、別表４５の項手数料を徴収する事務の欄の改正規定は、公布の日

から施行する。 

附 則（平成31年3月 8日条例第39号） 

 この条例は、建築基準法の一部を改正する法律（平成３０年法律第６７号）の施行の日又は公布の日のいずれ

か遅い日から施行する。 

附 則（令和元年9月24日条例第66号） 

この条例は、建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の一部を改正する法律（令和元年法律第4号）

の施行の日又は公布の日のいずれか遅い日から施行する。ただし、別表64の項手数料を徴収する事務の欄及び別

表65の項手数料を徴収する事務の欄の改正規定は、公布の日から施行する。 

附 則（令和2年3月19日条例第21号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（令和3年3月22日条例第1号） 

 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第４条の規定は令和３年６月９日から、第７条の規定は同年 

４月１日から施行する。 

附 則（令和3年12月17日条例第41号） 

  （施行期日） 

１ この条例は、令和４年２月２０日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日前に住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成１１年法律第８１号。以下「住宅品質

確保法」という。）第５条第１項に規定する登録住宅性能評価機関（以下「登録住宅性能評価機関」という。）

から交付された住宅の質の向上及び円滑な取引環境の整備のための長期優良住宅の普及の促進に関する法律等

の一部を改正する法律（令和３年法律第４８号。以下「改正法」という。）第１条の規定による改正前の長期優

良住宅の普及の促進に関する法律（平成２０年法律第８７号。以下「改正前の法」という。）第６条第１項第１

号、第２号、第４号及び第５号に掲げる基準に適合していることについて登録住宅性能評価機関が証する書類

が添付された長期優良住宅建築等計画の認定に係る手数料については、なお従前の例による。 

３ この条例の施行の日前に登録住宅性能評価機関から交付された改正前の法第６条第１項第１号に掲げる基準

に適合していることについての改正法第３条の規定による改正前の住宅品質確保法第５条第１項に規定する住

宅性能評価書の写しが添付された長期優良住宅建築等計画の認定に係る手数料については、なお従前の例によ

る。 

４ 改正法附則第２条第２項の規定によりなお従前の例によることとされる長期優良住宅建築等計画の変更に係

る手数料については、なお従前の例による。 

附 則（令和4年3月22日条例第16号） 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

２ 所得税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第８号。以下「改正法」という。）第３条の規定による改正

前の法人税法（昭和４０年法律第３４号）第２条第１２号の７の２に規定する連結法人の連結親法人事業年度

（同法第１５条の２第１項に規定する連結親法人事業年度をいう。）がこの条例の施行の日前に開始した連結事

業年度（同項に規定する連結事業年度をいう。）における当該連結法人の短期所有に係る土地の譲渡等（改正法

第１６条の規定による改正前の租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第６８条の６９第２項第１号に規

定する短期所有に係る土地の譲渡等をいう。）に関する改正後の別表４０の項から４３の項までの規定の適用に

ついては、同表４０の項中「租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第２８条の４第３項第６号若しくは

第７号ロ、第３１条の２第２項第１５号ニ、第６２条の３第４項第１５号ニ又は第６３条第３項第６号若しく

は第７号ロ」とあるのは「所得税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第８号）附則第１４条第２項の規

定によりなおその効力を有することとされる同法第１６条の規定による改正前の租税特別措置法（昭和３２年

法律第２６号）第６８条の６９第３項第６号若しくは第７号ロ」と、同表４１の項中「租税特別措置法第２８

条の４第３項第５号イ若しくは第７号イ、第３１条の２第２項第１４号ハ、第６２条の３第４項第１４号ハ又

は第６３条第３項第５号イ若しくは第７号イ」とあるのは「所得税法等の一部を改正する法律（令和２年法律



 

第８号）附則第１４条第２項の規定によりなおその効力を有することとされる同法第１６条の規定による改正

前の租税特別措置法第６８条の６９第３項第５号イ若しくは第７号イ」と、同表４２の項中「租税特別措置法

施行令（昭和３２年政令第４３号）第１９条第１１項又は第３８条の５第９項」とあるのは「法人税法施行令

等の一部を改正する政令（令和２年政令第２０７号）附則第２条第２項の規定によりなおその効力を有するこ

ととされる同令第３条の規定による改正前の租税特別措置法施行令（昭和３２年政令第４３号）第３９条の９

８第９項」と、同表４３の項中「租税特別措置法施行令第１９条第１２項第４号又は第３８条の５第１０項第

４号」とあるのは「法人税法施行令等の一部を改正する政令（令和２年政令第２０７号）附則第２条第２項の

規定によりなおその効力を有することとされる同令第３条の規定による改正前の租税特別措置法施行令第３９

条の９８第１０項第２号」とする。 

附 則（令和4年9月26日条例第29号） 

この条例は、令和４年１０月１日から施行する。ただし、別表３４の項、３４の２の項、３９の３の４の項

及び３９の３の５の項の改正規定は、公布の日から施行する。 

附 則（令和4年12月22日条例第36号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

  附 則（令和5年3月10日条例第14号） 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、別表４６の項及び４６の２の項の改正規定は、同年 

 ５月２６日から施行する 

別表 

手数料を徴収する事務 手数料の名称 手数料の額 

１ 建築基準法（昭和 25 年法律

第201号）第６条第１項（同法

第 87 条第１項において準用す

る場合を含む。）の規定に基づ

く確認の申請又は同法第 18 条

第２項（同法第 87 条第１項に

おいて準用する場合を含む。）

の規定に基づく計画の通知に

対する審査 

建築物に関する確認申

請等手数料 

(1) 確認の申請又は計画の通知に係る計画に

建築基準法第 87 条の４の昇降機に係る部分

が含まれない場合 次に掲げる床面積の合

計の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

ア 30平方メートル以内  

5,000円 

イ 30 平方メートルを超え 100 平方メート

ル以内  

9,000円 

ウ 100平方メートルを超え200平方メート

ル以内  

14,000円 

エ 200平方メートルを超え500平方メート

ル以内  

19,000円 

オ 500平方メートルを超え1,000平方メー

トル以内  

34,000円 

カ 1,000平方メートルを超え2,000平方メ

ートル以内  

48,000円 

キ 2,000 平方メートルを超え 10,000 平方

メートル以内  

140,000円 

ク 10,000平方メートルを超え50,000平方

メートル以内  



 

240,000円 

ケ 50,000 平方メートルを超えるとき 

460,000円 

(2) 確認の申請又は計画の通知に係る計画に

建築基準法第 87 条の４の昇降機に係る部分

が含まれる場合 前号に規定する額に２の

項に規定する額を加算した額 

２ 建築基準法第 87 条の４にお

いて準用する同法第６条第１

項の規定に基づく確認の申請

又は同法第 18 条第２項の規定

に基づく計画の通知に対する

審査 

 

建築設備に関する確認

申請等手数料 

(1) 建築設備を設置する場合（次号に規定する

場合を除く。） 

ア 小荷物専用昇降機以外の建築設備 

１の建築設備につき 9,000円 

イ 小荷物専用昇降機 

１基につき 4,000円 

(2) 確認の申請又は計画の通知に係る建築設
備の計画を変更して建築設備を設置する場
合 

 ア 小荷物専用昇降機以外の建築設備 

１の建築設備につき 5,000円 

 イ 小荷物専用昇降機 

１基につき 3,000円 

３ 建築基準法第 88 条第１項又

は第２項において準用する同

法第６条第１項の規定に基づ

く確認の申請又は同法第 18 条

第２項の規定に基づく計画の

通知に対する審査 

工作物に関する確認申

請等手数料 

(1) 工作物を築造する場合（次号に掲げる場合

を除く。） 

１の工作物につき 8,000円 

(2) 確認の申請又は計画の通知に係る工作物

の計画を変更して工作物を築造する場合  

１の工作物につき 4,000円 

４ 建築基準法第７条第１項の

規定に基づく完了検査の申請

又は同法第18条第16項の規定

に基づく完了の通知に対する

検査のうち同法第７条の３第

１項の特定工程に係る建築物

以外の建築物に関するもの 

建築物に関する完了検

査手数料 

(1) 確認の申請又は計画の通知に係る計画に

建築基準法第 87 条の４の昇降機に係る部分

が含まれない場合  次に掲げる床面積の合

計の区分に応じ、それぞれ次に定める額  

ア 30平方メートル以内 

10,000円 

イ 30 平方メートルを超え 100 平方メート

ル以内 

12,000円 

ウ 100平方メートルを超え200平方メート

ル以内 

16,000円 

エ 200平方メートルを超え500平方メート

ル以内 

22,000円 

オ 500平方メートルを超え1,000平方メー

トル以内 

36,000円 

カ 1,000平方メートルを超え2,000平方メ



 

ートル以内 

50,000円 

キ 2,000 平方メートルを超え 10,000 平方

メートル以内 

120,000円 

ク 10,000平方メートルを超え50,000平方

メートル以内 

190,000円 

ケ 50,000平方メートルを超えるとき 

380,000円 

(2) 確認の申請又は計画の通知に係る計画に

建築基準法第 87 条の４の昇降機に係る部分

が含まれる場合  前号に規定する額に６の

項に規定する額を加算した額 

５ 建築基準法第７条第１項の

規定に基づく完了検査の申請

又は同法第18条第16項の規定

に基づく完了の通知に対する

検査のうち同法第７条の３第

１項の特定工程に係る建築物

に関するもの 

 

 

 

中間検査を受けた建築

物に関する完了検査手

数料 

 

 

 

 

 

(1) 確認の申請又は計画の通知に係る計画に

建築基準法第 87 条の４の昇降機に係る部分

が含まれない場合  次に掲げる床面積の合

計の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

ア 30平方メートル以内 

9,000円 

イ 30 平方メートルを超え 100 平方メート

ル以内 

11,000円 

ウ 100平方メートルを超え200平方メート

ル以内 

15,000円 

エ 200平方メートルを超え500平方メート

ル以内 

21,000円 

オ 500平方メートルを超え1,000平方メー

トル以内 

35,000円 

カ 1,000平方メートルを超え2,000平方メ

ートル以内 

47,000円 

キ 2,000 平方メートルを超え 10,000 平方

メートル以内 

110,000円 

ク 10,000平方メートルを超え50,000平方

メートル以内 

180,000円 

ケ 50,000平方メートルを超えるとき 

370,000円 

(2) 確認の申請又は計画の通知に係る計画に

建築基準法第 87 条の４の昇降機に係る部分

が含まれる場合前号に規定する額に６の項



 

に規定する額を加算した額 

６ 建築基準法第 87 条の４にお

いて準用する同法第７条第１

項の規定に基づく完了検査の

申請又は同法第18条第16項の

規定に基づく完了の通知に対

する検査 

建築設備に関する完了

検査手数料 

(1) 小荷物専用昇降機以外の建築設備 

１の建築設備につき 13,000円 

(2) 小荷物専用昇降機 

１基につき 8,000円 

７ 建築基準法第 88 条第１項又

は第２項において準用する同

法第７条第１項の規定に基づ

く完了検査の申請又は同法第

18条第16項の規定に基づく完

了の通知に対する検査 

工作物に関する完了検

査手数料 

１の工作物につき 9,000円 

８ 建築基準法第７条の３第１

項の規定に基づく中間検査の

申請又は同法第18条第19項の

規定に基づく特定工程に係る

工事の終了の通知に対する検

査 

建築物に関する中間検

査手数料 

 次の各号に掲げる中間検査を行う部分の床

面積の合計の区分に応じ、それぞれ当該各号に

定める額 

(1) 30平方メートル以内 

9,000円 

(2) 30 平方メートルを超え 100 平方メートル

以内 

11,000円 

(3) 100平方メートルを超え200平方メートル

以内 

15,000円 

(4) 200平方メートルを超え500平方メートル

以内 

20,000円 

(5) 500平方メートルを超え1,000平方メート

ル以内 

33,000円 

(6) 1,000平方メートルを超え2,000平方メー

トル以内 

45,000円 

(7) 2,000 平方メートルを超え 10,000 平方メ

ートル以内 

100,000円 

(8) 10,000平方メートルを超え50,000平方メ

ートル以内 

160,000円 

(9) 50,000平方メートルを超えるとき 

330,000円 



 

９ 建築基準法第７条の６第１

項第１号又は第18条第24項第

１号（同法第 87 条の４又は第

88 条第１項若しくは第２項に

おいて準用する場合を含む。）

の規定に基づく仮使用の認定

の申請に対する審査 

検査済証の交付を受け

る前における建築物等

の特定行政庁による仮

使用認定申請手数料 

120,000円 

９の２ 建築基準法第７条の６

第１項第２号又は第18条第24

項第２号（同法第 87 条の４又

は第 88 条第１項若しくは第２

項において準用する場合を含

む。）の規定に基づく仮使用の

認定の申請に対する審査 

検査済証の交付を受け

る前における建築物等

の建築主事による仮使

用認定申請手数料 

120,000円 

９の３ 建築基準法第 42 条第１

項第５号の規定に基づく道の

位置に関する指定の申請に対

する審査 

道の位置の指定申請手

数料 

50,000円 

９の４ 建築基準法第 42 条第１

項第５号の規定に基づく道の

位置に関する指定の変更の申

請に対する審査 

道の位置の指定変更申

請手数料 

50,000円 

９の５ 建築基準法第 42 条第１

項第５号の規定に基づく道の

位置に関する指定の廃止の申

請に対する審査 

道の位置の指定廃止申

請手数料 

25,000円 

10 建築基準法第 43 条第２項第

１号の規定に基づく建築の認

定の申請に対する審査 

建築物の敷地と道路と

の関係の認定申請手数

料 

27,000円 

10の２ 建築基準法第43条第２

項第２号の規定に基づく建築

の許可の申請に対する審査 

建築物の敷地と道路と

の関係の建築許可申請

手数料 

33,000円 

11 建築基準法第 44 条第１項第

２号の規定に基づく建築の許

可の申請に対する審査 

公衆便所等の道路内に

おける建築許可申請手

数料 

33,000円 

12 建築基準法第 44 条第１項第

３号の規定に基づく建築の認

定の申請に対する審査 

道路内における建築認

定申請手数料 

27,000円 

13 建築基準法第 44 条第１項第

４号の規定に基づく建築の許

可の申請に対する審査 

公共用歩廊等の道路内

における建築許可申請

手数料 

160,000円 



 

14 建築基準法第 47 条ただし書

の規定に基づく建築の許可の

申請に対する審査 

壁面線外における建築

許可申請手数料 

160,000円 

15 建築基準法第 48 条第１項た

だし書、第２項ただし書、第３

項ただし書、第４項ただし書、

第５項ただし書、第６項ただし

書、第７項ただし書、第９項た

だし書、第 10 項ただし書、第

11項ただし書、第12項ただし

書又は第 13 項ただし書（同法

第８７条第２項若しくは第３

項又は同法第 88 条第２項にお

いて準用する場合を含む。）の

規定に基づく建築等の許可の

申請に対する審査 

用途地域における建築

等許可申請手数料 

180,000円。ただし、次の各号に掲げる場合は、

それぞれ当該各号に定める額とする。 

（１）建築基準法第４８条第１６項第１号に該

当する場合 

120,000円 

（２）建築基準法第４８条第１６項第２号に該

当する場合 

140,000円 

16 建築基準法第 51 条ただし書

（同法第 87 条第２項若しくは

第３項又は同法第 88 条第２項

において準用する場合を含

む。）の規定に基づく特殊建築

物等の敷地の位置の許可の申

請に対する審査 

特殊建築物等敷地許可

申請手数料 

160,000円 

16の２ 建築基準法第52条第６

項第３号の規定に基づく建築

物の容積率に関する認定の申

請に対する審査 

建築物の容積率の認定

申請手数料 

27,000円 

17 建築基準法第52条第10項、

第11項又は第14項の規定に基

づく建築物の容積率に関する

特例の許可の申請に対する審

査 

建築物の容積率の特例

許可申請手数料 

160,000円 

18 建築基準法第 53 条第５項

（第４号の建築物に限る。）の

規定に基づく建築物の建蔽率

に関する特例又は同条第６項

第３号の規定に基づく建築物

の建蔽率に関する制限の適用

除外に係る許可の申請に対す

る審査 

建築物の建蔽率に関す

る特例又は制限の適用

除外に係る許可申請手

数料 

33,000円 

19 建築基準法第 53 条の２第１

項第３号又は第４号の規定に

基づく建築物の敷地面積の許

建築物の敷地面積の許

可申請手数料 

160,000円 



 

可の申請に対する審査 

20 建築基準法第 55 条第２項の

規定に基づく建築物の高さに

関する特例の認定の申請に対

する審査 

建築物の高さの特例認

定申請手数料 

27,000円 

21 建築基準法第 55 条第３項又

は第４項各号の規定に基づく

建築物の高さの許可の申請に

対する審査 

建築物の高さの許可申

請手数料 

160,000円 

22 建築基準法第 56 条の２第１

項ただし書の規定に基づく建

築物の高さの許可の申請に対

する審査 

日影による建築物の高

さの特例許可申請手数

料 

160,000円 

23 建築基準法第 57 条第１項の

規定に基づく建築物の高さに

関する制限の適用除外に係る

認定の申請に対する審査 

高架の工作物内に設け

る建築物の高さに関す

る制限の適用除外に係

る認定手数料 

27,000円 

23の２ 建築基準法第58条第２

項の規定に基づく建築物の高

さの許可の申請に対する審査 

高度地区における建築

物の高さの許可申請手

数料 

160,000円 

24 建築基準法第 59 条第１項第

３号の規定に基づく建築物の

容積率、建蔽率、建築面積又は

壁面の位置に関する特例の許

可の申請に対する審査 

高度利用地区における

建築物の容積率、建蔽

率、建築面積又は壁面

の位置の特例許可申請

手数料 

160,000円 

25 建築基準法第 59 条第４項の

規定に基づく建築物の各部分

の高さの許可の申請に対する

審査 

高度利用地区における

建築物の各部分の高さ

の許可申請手数料 

                                              

160,000円 

26 建築基準法第 59 条の２第１

項の規定に基づく建築物の容

積率又は各部分の高さに関す

る特例の許可の申請に対する

審査 

敷地内に広い空地を有

する建築物の容積率又

は各部分の高さの特例

許可申請手数料 

160,000円 

26の２ 建築基準法第60条の２

第１項第３号の規定に基づく

建築物の容積率、建蔽率、建築

面積、高さ又は壁面の位置に関

する特例の許可の申請に対す

る審査 

都市再生特別地区にお

ける建築物の容積率、

建蔽率、建築面積、高

さ又は壁面の位置の特

例許可手数料 

160,000円 



 

27 削除   

28 削除   

29 建築基準法第 68 条の３第１

項の規定に基づく建築物の容

積率、同条第２項の規定に基づ

く建築物の建蔽率又は同条第

３項の規定に基づく建築物の

高さに関する制限の適用除外

に係る認定の申請に対する審

査 

再開発等促進区等内に

おける建築物の容積

率、建築物の建蔽率又

は建築物の高さに関す

る制限の適用除外に係

る認定申請手数料 

27,000円 

30 建築基準法第 68 条の３第４

項の規定に基づく建築物の各

部分の高さの許可の申請に対

する審査 

再開発等促進区等内に

おける建築物の各部分

の高さの許可申請手数

料 

160,000円 

31 建築基準法第 68 条の４の規

定に基づく建築物の容積率に

関する制限の適用除外に係る

認定の申請に対する審査 

地区計画等の区域にお

ける公共施設の整備の

状況に応じた建築物の

容積率に関する制限の

適用除外に係る認定申

請手数料 

27,000円 

32 建築基準法第 68 条の５の３

第２項の規定に基づく建築物

の各部分の高さの許可の申請

に対する審査 

高度利用と都市機能の

更新とを図る地区計画

等の区域における建築

物の各部分の高さの許

可申請手数料 

160,000円 

32の２ 建築基準法第68条の５

の５第１項の規定に基づく建

築物の容積率に関する特例又

は同条第２項の規定に基づく

建築物の各部分の高さに関す

る制限の適用除外に係る認定

の申請に対する審査 

地区計画等の区域にお

ける前面道路の幅員に

応じた建築物の容積率

に関する特例又は建築

物の各部分の高さに関

する制限の適用除外に

係る認定申請手数料 

27,000円 

32の３ 建築基準法第68条の５

の６の規定に基づく建築物の

建築面積の算入に関する特例

の認定の申請に対する審査 

地区計画等の区域内に

おける建築物の建築面

積の特例認定申請手数

料 

27,000円 

33 建築基準法第 68 条の７第５

項の規定に基づく建築物の容

積率に関する特例の許可の申

請に対する審査 

予定道路による建築物

の容積率の特例許可申

請手数料 

160,000円 



 

34 建築基準法第 85 条第６項の

規定に基づく仮設建築物の建

築の許可の申請に対する審査 

仮設建築物建築許可申

請手数料 

120,000円 

34の２ 建築基準法第85条第７

項の規定に基づく仮設建築物

の建築の許可の申請に対する

審査 

１年を超えて使用する

仮設建築物建築許可申

請手数料 

160,000円 

35 建築基準法第 86 条第 1項の

規定に基づく一団地内の建築

物に関する特例の認定の申請

に対する審査 

一団地内の１又は２以

上の建築物に関する特

例認定申請手数料 

(1) 建築物の数が１又は２である場合 

78,000円 

(2) 建築物の数が３以上である場合 

２を超える建築物の数に 28,000 円を乗じ

て得た額に78,000円を加算した額 

36 建築基準法第 86 条第 2項の

規定に基づく一団の土地の区

域内の建築物に関する特例の

認定の申請に対する審査 

既存建築物を前提とし

て総合的見地からした

設計による建築物の特

例認定申請手数料 

(1) 建築物（建築等に係る建築物に限る。次号

において同じ。）の数が１である場合 

78,000円 

(2) 建築物の数が２以上である場合 

  １を超える建築物の数に28,000 円を乗じ

て得た額に78,000円を加算した額 

36の２ 建築基準法第86条第３

項の規定に基づく一団地内の

建築物に関する制限の緩和の

許可の申請に対する審査 

一団地内の１又は２以

上の建築物に関する特

例許可申請手数料 

(1) 建築物の数が１又は２である場合 

210,000円 

(2) 建築物の数が３以上である場合 

  ２を超える建築物の数に28,000 円を乗じ

て得た額に210,000円を加算した額 

36 の３ 建築基準法第 86 条第 4

項の規定に基づく建築物の一

団の土地の区域内の建築物に

関する特例の許可の申請に対

する審査 

既存建築物を前提とし

て総合的見地からした

設計による建築物の特

例許可申請手数料 

(1) 建築物（建築等に係る建築物に限る。次号

において同じ。）の数が１である場合 

210,000円 

(2) 建築物の数が２以上である場合 

  １を超える建築物の数に28,000 円を乗じ

て得た額に210,000円を加算した額 

37 建築基準法第 86 条の２第１

項の規定に基づく建築物の新

築又は増築等に係る認定の申

請に対する審査 

公告認定対象区域内に

おける建築物の新築又

は増築等認定申請手数

料 

(1) 建築物（新築又は増築等に係る建築物に限

る。次号において同じ。）の数が１である場

合 

78,000円 

(2) 建築物の数が２以上である場合 

  １を超える建築物の数に28,000 円を乗じ

て得た額に78,000円を加算した額 

37の２ 建築基準法第86条の２

第２項の規定に基づく建築物

の容積率又は各部分の高さに

関する特例の許可の申請に対

する審査 

公告認定対象区域内に

おける建築物の特例許

可申請手数料 

(1) 建築物（新築又は増築等に係る建築物に限

る。次号において同じ。）の数が１である場

合 

210,000円 

(2) 建築物の数が２以上である場合      



 

１を超える建築物の数に 28,000 円を乗じ

て得た額に210,000円を加算した額 

37の３ 建築基準法第86条の２

第３項の規定に基づく建築物

の新築又は増築等に係る許可

の申請に対する審査 

公告許可対象区域内に

おける建築物の新築又

は増築等許可申請手数

料 

(1) 建築物（新築又は増築等に係る建築物に限

る。次号において同じ。）の数が１である場

合 

210,000円 

(2) 建築物の数が２以上である場合 

  １を超える建築物の数に28,000 円を乗じ

て得た額に210,000円を加算した額 

38 建築基準法第 86 条の５第１

項の規定に基づく一の敷地と

みなすこと等の認定又は許可

の取消しの申請に対する審査 

一の敷地とみなすこと

等の認定又は許可の取

消し申請手数料 

現に存する建築物の数に 12,000 円を乗じて

得た額に6,400 円を加算した額 

39 建築基準法第 86 条の６第２

項の規定に基づく建築物の容

積率、建蔽率、外壁の後退距離

又は高さに関する制限の適用

除外に係る認定の申請に対す

る審査 

一団地の住宅施設に関

する都市計画に基づく

建築物の容積率、建蔽

率、外壁の後退距離又

は高さに関する制限の

適用除外に係る認定申

請手数料 

27,000円 

39 の２ 建築基準法第 86 条の 8

第 1 項の規定に基づく既存の

１の建築物について２以上の

工事に分けて増築等を含む工

事を行う場合の工事の全体計

画に関する認定の申請に対す

る審査 

既存建築物の増築等に

係る２以上の工事の全

体計画の認定申請手数

料 

120,000円 

39の３ 建築基準法第86条の８

第３項の規定に基づく既存の

１の建築物について２以上の

工事に分けて増築等を含む工

事を行う場合の工事の全体計

画の変更に関する認定の申請

に対する審査 

既存建築物の増築等に

係る２以上の工事の全

体計画の変更認定申請

手数料 

120,000円 

39の３の２ 建築基準法第87条

の２第１項の規定に基づく既

存の１の建築物について２以

上の工事に分けて用途の変更

に伴う工事を行う場合の工事

の全体計画に関する認定の申

請に対する審査 

既存建築物の用途の変

更に係る２以上の工事

の全体計画の認定申請

手数料 

120,000円 



 

39の３の３ 建築基準法第87条

の２第２項の規定において準

用する同法第８６条の８第３

項の規定に基づく既存の１の

建築物について２以上の工事

に分けて用途の変更に伴う工

事を行う場合の工事の全体計

画の変更に関する認定の申請

に対する審査 

既存建築物の用途の変

更に係る２以上の工事

の全体計画の変更認定

申請手数料 

120,000円 

39の３の４ 建築基準法第87条

の３第６項の規定に基づく建

築物の用途を変更して一時的

に使用する場合の許可の申請

に対する審査 

建築物の用途を変更し

て一時的に興行場等と

して使用する場合の許

可申請手数料 

120,000円 

39の３の５ 建築基準法第87条

の３第７項の規定に基づく建

築物の用途を変更して一時的

に使用する場合の許可の申請

に対する審査 

建築物の用途を変更し

て一時的に特別興行場

等として使用する場合

の許可申請手数料 

160,000円 

39 の３の６ 建築基準法施行令

（昭和２５年政令第３３８号）

第１３７条の１６第２号の規

定に基づく建築物の移転の認

定の申請に対する審査 

既存不適格建築物の移

転に係る認定申請手数

料 

27,000円 

39の４ 建築基準法施行条例（昭

和36年千葉県条例第39号。以

下「施行条例」という。）第５

条ただし書の規定に基づく建

築物の敷地と道路との関係に

関する制限の適用除外に係る

認定の申請に対する審査 

大規模な建築物の敷地

と道路との関係に関す

る制限の適用除外に係

る認定申請手数料 

27,000円 

39 の５ 施行条例第７条ただし

書の規定に基づく建築物の敷

地と道路との関係に関する制

限の適用除外に係る認定の申

請に対する審査 

特殊建築物の路地状の

部分の敷地と道路との

関係に関する制限の適

用除外に係る認定申請

手数料 

27,000円 

39 の６ 施行条例第８条ただし

書の規定に基づく建築物の敷

地と道路との関係に関する制

限の適用除外に係る認定の申

請に対する審査 

学校等の用途に供する

建築物の敷地と道路と

の関係に関する制限の

適用除外に係る認定申

請手数料 

27,000円 

39の７ 施行条例第12条ただし ４階以上の階に設ける 27,000円 



 

書の規定に基づく建築物の室

の設置に関する制限の適用除

外に係る認定の申請に対する

審査 

教室等に関する制限の

適用除外に係る認定申

請手数料 

39の８ 施行条例第14条第３項

の規定に基づく建築物の敷地

と道路との関係に関する制限

の適用除外に係る認定の申請

に対する審査 

興行場等の用途に供す

る建築物の敷地と道路

との関係に関する制限

の適用除外に係る認定

申請手数料 

27,000円 

39の９ 施行条例第22条の３の

規定に基づく建築物の制限の

適用除外に係る認定の申請に

対する審査 

興行場等の用途に供す

る建築物に関する規定

の適用除外に係る認定

申請手数料 

27,000円 

39の10 施行条例第23条第３項

の規定に基づく建築物の敷地

と道路との関係に関する制限

の適用除外に係る認定の申請

に対する審査 

物品販売業を営む店舗

等の用途に供する建築

物の敷地と道路との関

係に関する制限の適用

除外に係る認定申請手

数料 

27,000円 

39の11 施行条例第39条第３項

第２号の規定に基づく建築物

の周囲の空地に関する制限の

適用除外に係る認定の申請に

対する審査 

共同住宅等の用途に供

する建築物の周囲の空

地に関する制限の適用

除外に係る認定申請手

数料 

27,000円 

39の12 施行条例第40条第１項

第２号の規定に基づく建築物

の主要出入口と道との関係に

関する制限の適用除外に係る

認定の申請に対する審査 

共同住宅等の主要出入

口と道との関係に関す

る制限の適用除外に係

る認定申請手数料 

27,000円 

39の13 施行条例第42条第３項

の規定に基づく建築物の階数

に関する制限の適用除外に係

る認定の申請に対する審査 

木造長屋の階数に関す

る制限の適用除外に係

る認定申請手数料 

27,000円 

39の14 施行条例第44条第３項

の規定に基づく建築物の敷地

の自動車の出入口の位置に関

する制限の適用除外に係る認

定の申請に対する審査 

車庫等の用途に供する

建築物の敷地の自動車

の出入口の位置に関す

る制限の適用除外に係

る認定申請手数料 

27,000円 

39の15 施行条例第51条第２項

の規定に基づく既存建築物に

関する制限の適用除外に係る

既存建築物に関する制

限の緩和に係る認定申

請手数料 

27,000円 



 

認定の申請に対する審査 

 

40 租税特別措置法（昭和 32 年

法律第26号）第28条の４第３

項第６号若しくは第７号ロ、第

31条の２第２項第15号ニ、第

62条の３第４項第15号ニ又は

第 63 条第３項第６号若しくは

第７号ロの規定に基づく認定

の申請に対する審査 

優良住宅認定申請手数

料 

次の各号に掲げる新築住宅の床面積の合計

の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額 

(1) 100平方メートル以内 

１棟につき 6,200円 

(2) 100平方メートルを超え500平方メートル

以内 

１棟につき 8,600円 

(3) 500平方メートルを超え2,000平方メート

ル以内 

１棟につき 13,000円 

(4) 2,000 平方メートルを超え 10,000 平方メ

ートル以内 

１棟につき 35,000円 

(5) 10,000平方メートルを超え50,000平方メ

ートル以内 

１棟につき 43,000円 

(6) 50,000平方メートルを超えるとき 

１棟につき 58,000円 

41 租税特別措置法第 28 条の４

第３項第５号イ若しくは第７

号イ、第31条の２第２項第14

号ハ、第62条の３第４項第14

号ハ又は第 63 条第３項第５号

イ若しくは第７号イの規定に

基づく認定の申請に対する審

査 

優良宅地認定申請手数

料 

次の各号に掲げる造成宅地の面積の区分に

応じ、それぞれ当該各号に定める額 

(1) 0.1ヘクタール未満 

１件につき 86,000円 

(2) 0.1ヘクタール以上0.3ヘクタール未満 

１件につき 130,000円 

(3) 0.3ヘクタール以上0.6ヘクタール未満 

１件につき 190,000円 

(4) 0.6ヘクタール以上１ヘクタール未満 

１件につき 260,000円 

(5) １ヘクタール以上３ヘクタール未満 

1件につき 390,000円 

(6) ３ヘクタール以上６ヘクタール未満 

１件につき 510,000円 

(7) ６ヘクタール以上10ヘクタール未満 

1件につき 660,000円 

(8) 10ヘクタール以上 

１件につき 870,000円 

42 租税特別措置法施行令（昭和

32 年政令第 43 号）第 19 条第

11項又は第38条の５第９項の

規定に基づく住宅用地の譲渡

に該当するものであることに

ついての認定の申請に対する

特定住宅用地認定申請

手数料 

47,000円 



 

審査 

43 租税特別措置法施行令第 19

条第12項第４号又は第38条の

５第 10 項第４号の規定に基づ

く譲渡予定価額に関する申出

に対する審査 

譲渡予定価額審査手数

料 

43,000円 

44 租税特別措置法施行令第 25

条の４第２項の規定に基づく

要件に該当する事業であるこ

とについての認定の申請に対

する審査 

特定民間再開発事業認

定申請手数料 

32,000円 

44 の 2 現下の厳しい経済状況

及び雇用情勢に対応して税制

の整備を図るための所得税法

等の一部を改正する法律(平成

23年法律第82号)附則第35条

第 6項、第 56条第 4項又は第

72 条第 4 項の規定によりなお

従前の例によることとされる

租税特別措置法施行令等の一

部を改正する政令(平成 23 年

政令第 199 号)第 1 条の規定に

よる改正前の租税特別措置法

施行令(45 の 2 の項において

「政令」という。)第25条の4

第 2項、第 39条の 7第 9項又

は第39条の 106 第 2項の規定

に基づく要件に該当する事業

であることについての認定の

申請に対する審査 

特定民間再開発事業認

定申請手数料 

32,000円 

45 租税特別措置法施行令第 25

条の４第 17 項の規定に基づく

事情があることについての認

定の申請に対する審査 

地区外転出事情認定申

請手数料 

24,000円 

45 の 2 現下の厳しい経済状況

及び雇用情勢に対応して税制

の整備を図るための所得税法

等の一部を改正する法律附則

第35条第6項、第56条第4項

又は第 72 条第 4項の規定によ

りなお従前の例によることと

される政令第 25 条の 4 第 16

項、第39条の7第11項又は第

地区外転出事情認定申

請手数料 

24,000円 



 

39 条の 106 第 4 項の規定に基

づく事情があることについて

の認定の申請に対する審査 

46 宅地造成及び特定盛土等規

制法（昭和36年法律第191号）

第 12 条第１項の規定に基づく

宅地造成に関する工事の許可

の申請に対する審査 

宅地造成に関する工事

の許可申請手数料 

 次の各号に掲げる切土又は盛土をする土地

の面積の区分に応じ、それぞれ当該各号に定め

る額 

(1) 500平方メートル以内 

12,000円 

(2) 500平方メートルを超え1,000平方メート

ル以内 

21,000円 

(3) 1,000平方メートルを超え2,000平方メー

トル以内 

31,000円 

(4) 2,000平方メートルを超え5,000平方メー

トル以内 

47,000円 

(5) 5,000 平方メートルを超え 10,000 平方メ

ートル以内 

67,000円 

(6) 10,000平方メートルを超え20,000平方メ

ートル以内 

110,000円 

(7) 20,000平方メートルを超え40,000平方メ

ートル以内 

170,000円 

(8) 40,000平方メートルを超え70,000平方メ

ートル以内 

250,000円 

(9) 70,000 平方メートルを超え 100,000 平方

メートル以内 

340,000円 

(10)100,000平方メートルを超えるとき 

420,000円 

46 の２ 宅地造成及び特定盛土

等規制法第 16 条第１項の規定

に基づく宅地造成に関する工

事の計画の変更許可の申請に

対する審査 

宅地造成に関する工事

の計画の変更許可申請

手数料 

次に掲げる額を合算した額。ただし、その額

が420,000円を超えるときは、420,000円とす

る。 

(1) 宅地造成に関する工事の計画の変更（次号

のみに該当する場合を除く。）については、

変更前の切土又は盛土をする土地の面積（次

号に規定する変更がない場合であって、切土

又は盛土をする土地の縮小を伴うときにあ

っては、縮小後の切土又は盛土をする土地の

面積）に応じ、46の項に規定する額に10分

の１を乗じて得た額 



 

(2) 切土又は盛土をする新たな土地に係る宅

地造成に関する工事の計画の変更について

は、当該切土又は盛土をする新たな土地の面

積に応じ、46の項に規定する額 

(3) その他の変更 10,000円 

47 都市計画法（昭和 43 年法律

第 100 号）第 29 条第１項の規

定に基づく開発行為の許可の

申請に対する審査 

開発行為許可申請手数

料 

(1) 主として自己の居住の用に供する住宅の

建築の用に供する目的で行う開発行為の場

合 次に掲げる開発区域の面積の区分に応

じ、それぞれ次に定める額 

ア 0.1ヘクタール未満 

8,600円 

イ 0.1ヘクタール以上0.3ヘクタール未満 

22,000円 

ウ 0.3ヘクタール以上0.6ヘクタール未満 

43,000円 

エ 0.6ヘクタール以上１ヘクタール未満 

86,000円 

オ １ヘクタール以上３ヘクタール未満 

130,000円 

カ ３ヘクタール以上６ヘクタール未満 

170,000円 

キ ６ヘクタール以上１０ヘクタール未満 

220,000円 

ク 10ヘクタール以上 

300,000円 

(2) 主として住宅以外の建築物で自己の業務

の用に供するものの建築又は自己の業務の

用に供する特定工作物の建設の用に供する

目的で行う開発行為の場合 次に掲げる開

発区域の面積の区分に応じ、それぞれ次に定

める額 

ア 0.1ヘクタール未満 

13,000円 

イ 0.1ヘクタール以上0.3ヘクタール未満 

30,000円 

ウ 0.3ヘクタール以上0.6ヘクタール未満 

65,000円 

エ 0.6ヘクタール以上１ヘクタール未満 

120,000円 

オ １ヘクタール以上３ヘクタール未満 

200,000円 

カ ３ヘクタール以上６ヘクタール未満 

270,000円 

キ ６ヘクタール以上10ヘクタール未満 

340,000円 

ク 10ヘクタール以上 



 

480,000円 

(3) その他の場合 

  次に掲げる開発区域の面積の区分に応じ、

それぞれ次に定める額 

ア 0.1ヘクタール未満 

86,000円 

イ 0.1ヘクタール以上0.3ヘクタール未満 

130,000円 

ウ 0.3ヘクタール以上0.6ヘクタール未満 

190,000円 

エ 0.6ヘクタール以上１ヘクタール未満 

260,000円 

オ １ヘクタール以上３ヘクタール未満 

390,000円 

カ ３ヘクタール以上６ヘクタール未満 

510,000円 

キ ６ヘクタール以上10ヘクタール未満 

660,000円 

ク 10ヘクタール以上 

870,000円 

48 都市計画法第 35 条の２の規

定に基づく開発行為の変更許

可の申請に対する審査 

開発行為変更許可申請

手数料 

次に掲げる額を合算した額。ただし、その額

が870,000円を超えるときは、870,000円とす

る。 

(1) 開発行為に関する設計の変更（次号のみに

該当する場合を除く。）については、開発区

域の面積（次号に規定する変更を伴う場合に

あっては変更前の開発区域の面積、開発区域

の縮小を伴う場合にあっては縮小後の開発

区域の面積）に応じ、47 の項に規定する額

に10分の１を乗じて得た額 

(2) 新たな土地の開発区域への編入に係る都

市計画法第 30 条第１項第１号から第４号ま

でに掲げる事項の変更については、新たに編

入される開発区域の面積に応じ、47 の項に

規定する額 

(3) その他の変更 

10,000円 

49 都市計画法第 41 条第２項た

だし書（同法第 35 条の２第４

項において準用する場合を含

む。）の規定に基づく建築の許

可の申請に対する審査 

市街化調整区域内にお

ける建築物の特例許可

申請手数料 

46,000円 

50 都市計画法第 42 条第１項た

だし書の規定に基づく建築等

予定建築物以外の建築

等許可申請手数料 

26,000円 



 

の許可の申請に対する審査 

51 都市計画法第 43 条の規定に

基づく建築等の許可の申請に

対する審査 

開発許可を受けない市

街化調整区域内の土地

における建築等の許可

申請手数料 

 次の各号に掲げる敷地の面積の区分に応じ、

それぞれ当該各号に定める額 

(1) 0.1ヘクタール未満 

6,900円 

(2) 0.1ヘクタール以上0.3ヘクタール未満 

18,000円 

(3) 0.3ヘクタール以上0.6ヘクタール未満 

39,000円 

(4) 0.6ヘクタール以上１ヘクタール未満 

69,000円 

(5) １ヘクタール以上 

97,000円 

52 都市計画法第 45 条の規定に

基づく開発許可を受けた地位

の承継の承認申請に対する審

査 

開発許可を受けた地位

の承継の承認申請手数

料 

(1) 承認申請をする者が行おうとする開発行

為が、主として自己の居住の用に供する住宅

の建築の用に供する目的で行うもの又は主

として住宅以外の建築物で自己の業務の用

に供するものの建築若しくは自己の業務の

用に供する特定工作物の建設の用に供する

目的で行うものであって、開発区域の面積が

１ヘクタール未満の場合 

1,700円 

(2) 承認申請をする者が行おうとする開発行

為が、主として住宅以外の建築物で自己の業

務の用に供するものの建築又は自己の業務

の用に供する特定工作物の建設の用に供す

る目的で行うものであって、開発区域の面積

が１ヘクタール以上の場合 

2,700円 

(3) 承認申請をする者が行おうとする開発行

為が前２号以外のものである場合 

17,000円 

53 都市計画法第 47 条第５項の

規定に基づく開発登録簿の写

しの交付 

写しの交付手数料 用紙１枚につき 470円 

54 長期優良住宅の普及の促進

に関する法律（平成 20 年法律

第 87 号。以下「長期優良住宅

普及促進法」という。）第５条

第１項から第５項までの規定

に基づく長期優良住宅建築等

計画の認定の申請に対する審

査 

長期優良住宅建築等計

画認定申請手数料 

 

(1) 第３号に規定する場合以外の場合で、住宅

を新築する場合 次に定める額 

ア 住宅の品質確保の促進等に関する法律

（平成11年法律第81号）第６条の２第３

項若しくは第４項の規定によりその住宅

の構造及び設備が長期使用構造等である

旨が記載された確認書若しくは住宅性能

評価書又はこれらの写しが添付されてい



 

る場合 次に掲げる住宅の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める額 

 （ア） 一戸建ての住宅 

8,000円 

（イ） 共同住宅等 次に掲げる場合の区分

に応じ、それぞれ次に定める額 

ａ 長期優良住宅普及促進法第５条第

１項に規定する区分所有住宅（以下

「区分所有住宅」という。）の場合 次

に掲げる当該申請に係る建築物の住

戸の総数の区分に応じ、それぞれ次に

定める額 

（ａ） 5戸以下        

15,000円 

（ｂ） 6戸以上10戸以下  

26,000円 

（ｃ） 11戸以上25戸以下  

41,000円 

   （ｄ） 26戸以上50戸以下 

     72,000円 

   （ｅ） 51戸以上100戸以下      

117,000円 

（ｆ） 101戸以上200戸以下 

 196,000円 

   （ｇ） 201戸以上300戸以下 

     244,000円 

   （ｈ） 301戸以上 

 268,000円 

ｂ 区分所有住宅以外の場合 ａ（ａ）

から（ｈ）までに掲げる当該申請に

係る住戸の属する建築物の住戸の総

数の区分に応じ、それぞれ当該（ａ）

から（ｈ）までに定める額を同時に

申請する住戸の戸数で除して得た額

（その額に100円未満の端数がある

ときは、これを切り捨てた額） 

イ アに規定する場合以外の場合 次に掲

げる住宅の区分に応じ、それぞれ次に定め

る額 

（ア） 一戸建ての住宅 

 48,000円 

（イ） 共同住宅等 次に掲げる場合の区分

に応じ、それぞれ次に定める額 

ａ 区分所有住宅の場合 次に掲げる 

当該申請に係る建築物の住戸の総数 

の区分に応じ、それぞれ次に定める額 



 

（ａ） 5戸以下  

115,000円 

   （ｂ） 6戸以上10戸以下 

     184,000円 

（ｃ） 11戸以上25戸以下  

     364,000円 

（ｄ） 26戸以上50戸以下 

     652,000円 

（ｅ） 51戸以上100戸以下      

1,120,000円 

   （ｆ） 101戸以上200戸以下 

 2,074,000円 

   （ｇ） 201戸以上300戸以下 

 2,963,000円 

   （ｈ） 301戸以上 

 3,630,000円 

ｂ 区分所有住宅以外の場合 ａ（ａ）

から（ｈ）までに掲げる当該申請に係

る住戸の属する建築物の住戸の総数

の区分に応じ、それぞれ当該（ａ）か

ら（ｈ）までに定める額を同時に申請

する住戸の戸数で除して得た額（その

額に100円未満の端数があるときは、

これを切り捨てた額） 

(2) 次号に規定する場合以外の場合で、住宅を

増築し、又は改築する場合 次に定める額 

ア 住宅の品質確保の促進等に関する法律

第６条の２第３項若しくは第４項の規定

によりその住宅の構造及び設備が長期使

用構造等である旨が記載された確認書若

しくは住宅性能評価書又はこれらの写し

が添付されている場合  次に掲げる住宅

の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

（ア） 一戸建ての住宅 

 12,000円 

（イ） 共同住宅等 次に掲げる場合の区分

に応じ、それぞれ次に定める額 

ａ 区分所有住宅の場合 次に掲げる

当該申請に係る建築物の住戸の総数

の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

（ａ） 5戸以下  

23,000円 

（ｂ） 6戸以上10戸以下  

40,000円 

（ｃ） 11戸以上25戸以下  

 62,000円 



 

（ｄ） 26戸以上50戸以下 

 108,000円 

（ｅ） 51戸以上100戸以下  

176,000円 

（ｆ） 101戸以上200戸以下 

 294,000円 

（ｇ） 201戸以上300戸以下 

 367,000円 

（ｈ） 301戸以上  

402,000円 

ｂ 区分所有住宅以外の場合 ａ（ａ）

から（ｈ）までに掲げる当該申請に

係る住戸の属する建築物の住戸の総

数の区分に応じ、それぞれ当該（ａ）

から（ｈ）までに定める額を同時に

申請する住戸の戸数で除して得た額

（その額に100円未満の端数がある

ときは、これを切り捨てた額） 

イ アに規定する場合以外の場合 次に掲

げる住宅の区分に応じ、それぞれ次に定め

る額 

（ア） 一戸建ての住宅  

 66,000円 

（イ） 共同住宅等 次に掲げる場合の区分

に応じ、それぞれ次に定める額 

ａ 区分所有住宅の場合 次に掲げる

当該申請に係る建築物の住戸の総数

の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

（ａ） 5戸以下  

157,000円 

（ｂ） 6戸以上10戸以下 

 252,000円 

（ｃ） 11戸以上25戸以下  

498,000円 

（ｄ） 26戸以上50戸以下 

 894,000円 

（ｅ） 51戸以上100戸以下 

 1,539,000円 

（ｆ） 101戸以上200戸以下 

 2,851,000円 

（ｇ） 201戸以上300戸以下 

 4,081,000円 

（ｈ） 301戸以上  

4,998,000円 

ｂ 区分所有住宅以外の場合 ａ（ａ）

から（ｈ）までに掲げる当該申請に係



 

る住戸の属する建築物の住戸の総数

の区分に応じ、それぞれ当該（ａ）か

ら（ｈ）までに定める額を同時に申請

する住戸の戸数で除して得た額（その

額に100円未満の端数があるときは、

これを切り捨てた額） 

(3) 長期優良住宅普及促進法第６条第２項の

規定による申出があった場合 前２号に規

定する額に１の項に規定する額を加算した

額 

54 の２ 長期優良住宅普及促進

法第５条第６項又は第７項の

規定に基づく長期優良住宅維

持保全計画の認定の申請に対

する審査 

長期優良住宅維持保全

計画認定申請手数料 

(1) 住宅の品質確保の促進等に関する法律第

６条の２第３項若しくは第４項の規定によ

りその住宅の構造及び設備が長期使用構造

等である旨が記載された確認書若しくは住

宅性能評価書又はこれらの写しが添付され

ている場合 次に掲げる住宅の区分に応じ、

それぞれ次に定める額 

ア 一戸建ての住宅 

12,000円 

イ 共同住宅等 次に掲げる場合の区分に

応じ、それぞれ次に定める額 

(ア)区分所有住宅の場合 次に掲げる当該

申請に係る建築物の住戸の総数の区分に

応じ、それぞれ次に定める額 

ａ 5戸以下   

23,000円 

ｂ 6戸以上10戸以下 

40,000円 

ｃ 11戸以上25戸以下 

62,000円 

ｄ 26戸以上50戸以下 

108,000円 

ｅ 51戸以上100戸以下 

176,000円 

ｆ 101戸以上200戸以下 

294,000円 

ｇ 201戸以上300戸以下 

367,000円 

ｈ 301戸以上 

402,000円 

（イ）区分所有住宅以外の場合 （ア）ａか

らｈまでに掲げる当該申請に係る住戸

の属する建築物の住戸の総数の区分に

応じ、それぞれ当該ａからｈまでに定め

る額を同時に申請する住戸の戸数で除

して得た額（その額に100円未満の端数



 

があるときは、これを切り捨てた額） 

(2) 前号に規定する場合以外の場合 次に掲

げる住宅の区分に応じ、それぞれ次に定める

額 

ア 一戸建ての住宅 

66,000円 

イ 共同住宅等 次に掲げる場合の区分に

応じ、それぞれ次に定める額 

（ア）区分所有住宅の場合 次に掲げる当該

申請に係る建築物の住戸の総数の区分

に応じ、それぞれ次に定める額 

ａ 5戸以下   

157,000円 

ｂ 6戸以上10戸以下 

252,000円 

ｃ 11戸以上25戸以下 

498,000円 

ｄ 26戸以上50戸以下 

894,000円 

ｅ 51戸以上100戸以下 

1,539,000円 

ｆ 101戸以上200戸以下 

2,851,000円 

ｇ 201戸以上300戸以下 

4,081,000円 

ｈ 301戸以上 

4,998,000円 

（イ）区分所有住宅以外の場合 （ア）ａか

らｈまでに掲げる当該申請に係る住戸

の属する建築物の住戸の総数の区分に

応じ、それぞれ当該ａからｈまでに定め

る額を同時に申請する住戸の戸数で除

して得た額（その額に100円未満の端数

があるときは、これを切り捨てた額） 

55 長期優良住宅普及促進法第

８条第２項において準用する

長期優良住宅普及促進法第５

条第１項から第５項までの規

定に基づく長期優良住宅建築

等計画の変更の認定の申請に

対する審査 

長期優良住宅建築等計

画変更認定申請手数料 

(1) 第３号に規定する場合以外の場合で、当該

申請に係る長期優良住宅建築等計画の初め

て受けた認定が住宅の新築に係るものであ

る場合 次に定める額  

ア 住宅の品質確保の促進等に関する法律

第６条の２第３項若しくは第４項の規定

によりその住宅の構造及び設備が長期使

用構造等である旨が記載された確認書若

しくは住宅性能評価書又はこれらの写し

が添付されている場合 次に掲げる住宅

の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

（ア） 一戸建ての住宅  



 

4,000円 

（イ） 共同住宅等 次に掲げる場合の区分

に応じ、それぞれ次に定める額 

ａ 区分所有住宅の場合 54 の項第１

号ア（イ）ａ（ａ）から（ｈ）までに

掲げる当該申請に係る建築物の住戸

の総数の区分に応じ、それぞれ当該

（ａ）から（ｈ）までに定める額に２

分の１を乗じて得た額 

ｂ 区分所有住宅以外の場合54の項第

１号ア（イ）ａ（ａ）から（ｈ）まで

に掲げる当該申請に係る住戸の属す

る建築物の住戸の総数の区分に応じ、

それぞれ当該（ａ）から（ｈ）までに

定める額に２分の１を乗じて得た額

を同時に申請する住戸の戸数で除し

て得た額（その額に100円未満の端数

があるときは、これを切り捨てた額） 

イ アに規定する場合以外の場合 次に掲

げる住宅の区分に応じ、それぞれ次に定め

る額 

（ア） 一戸建ての住宅 

 24,000円 

（イ） 共同住宅等 次に掲げる場合の区分

に応じ、それぞれ次に定める額 

ａ 区分所有住宅の場合 54 の項第１

号イ（イ）ａ（ａ）から（ｈ）までに

掲げる当該申請に係る建築物の住戸

の総数の区分に応じ、それぞれ当該

（ａ）から（ｈ）までに定める額に２

分の１を乗じて得た額 

ｂ 区分所有住宅以外の場合 54 の項

第１号イ（イ）ａ（ａ）から（ｈ）ま

でに掲げる当該申請に係る住戸の属

する建築物の住戸の総数の区分に応

じ、それぞれ当該（ａ）から（ｈ）ま

でに定める額に２分の１を乗じて得

た額を同時に申請する住戸の戸数で

除して得た額（その額に100円未満の

端数があるときは、これを切り捨てた

額） 

(2) 次号に規定する場合以外の場合で、当該申

請に係る長期優良住宅建築等計画の初めて

受けた認定が住宅の増築又は改築に係るも

のである場合 次に定める額 

ア 住宅の品質確保の促進等に関する法律



 

第６条の２第３項若しくは第４項の規定

によりその住宅の構造及び設備が長期使

用構造等である旨が記載された確認書若

しくは住宅性能評価書又はこれらの写し

が添付されている場合 次に掲げる住宅

の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

 （ア） 一戸建ての住宅  

6,000円 

（イ） 共同住宅等 次に掲げる場合の区分

に応じ、それぞれ次に定める額 

ａ 区分所有住宅の場合 54 の項第２

号ア（イ）ａ（ａ）から（ｈ）までに

掲げる当該申請に係る建築物の住戸

の総数の区分に応じ、それぞれ当該

（ａ）から（ｈ）までに定める額に２

分の１を乗じて得た額 

ｂ 区分所有住宅以外の場合54の項第

２号ア（イ）ａ（ａ）から（ｈ）まで

に掲げる当該申請に係る住戸の属す

る建築物の住戸の総数の区分に応じ、

それぞれ当該（ａ）から（ｈ）までに

定める額に２分の１を乗じて得た額

を同時に申請する住戸の戸数で除し

て得た額（その額に100円未満の端数

があるときは、これを切り捨てた額） 

イ アに規定する場合以外の場合 次に掲

げる住宅の区分に応じ、それぞれ次に定

める額 

（ア） 一戸建ての住宅 

 33,000円 

（イ） 共同住宅等 次に掲げる場合の区分

に応じ、それぞれ次に定める額 

ａ 区分所有住宅の場合 54 の項第２

号イ（イ）ａ（ａ）から（ｈ）までに

掲げる当該申請に係る建築物の住戸

の総数の区分に応じ、それぞれ当該

（ａ）から（ｈ）までに定める額に２

分の１を乗じて得た額 

ｂ 区分所有住宅以外の場合54の項第

２号イ（イ）ａ（ａ）から（ｈ）まで

に掲げる当該申請に係る住戸の属す

る建築物の住戸の総数の区分に応じ、

それぞれ当該（ａ）から（ｈ）までに

定める額に２分の１を乗じて得た額

を同時に申請する住戸の戸数で除し

て得た額（その額に１００円未満の端



 

数があるときは、これを切り捨てた

額） 

(3) 長期優良住宅普及促進法第８条第２項に

おいて準用する長期優良住宅普及促進法第

６条第２項の規定による申出があった場合 

前２号に規定する額に１の項に規定する額

を加算した額 

55 の２ 長期優良住宅普及促進

法第８条第２項において準用

する長期優良住宅普及促進法

第５条第６項又は第７項の規

定に基づく長期優良住宅維持

保全計画の変更の認定の申請

に対する審査 

長期優良住宅維持保全

計画変更認定申請手数

料 

(1) 住宅の品質確保の促進等に関する法律第

６条の２第３項若しくは第４項の規定によ

りその住宅の構造及び設備が長期使用構造

等である旨が記載された確認書若しくは住

宅性能評価書又はこれらの写しが添付され

ている場合 次に掲げる住宅の区分に応じ、

それぞれ次に定める額 

ア 一戸建ての住宅 

6,000円 

イ 共同住宅等 次に掲げる場合の区分に

応じ、それぞれ次に定める額 

（ア）区分所有住宅の場合 54 の２の項第

１号イ（ア）ａからｈまでに掲げる当該

申請に係る建築物の住戸の総数の区分

に応じ、それぞれ当該ａからｈまでに定

める額に２分の１を乗じて得た額 

（イ）区分所有住宅以外の場合 54 の２の

項第１号イ（ア）ａからｈまでに掲げる

当該申請に係る住戸の属する建築物の

住戸の総数の区分に応じ、それぞれ当該

ａからｈまでに定める額に２分の１を

乗じて得た額を同時に申請する住戸の

戸数で除して得た額（その額に１００円

未満の端数があるときは、これを切り捨

てた額） 

(2) 前号に規定する場合以外の場合 次に掲

げる住宅の区分に応じ、それぞれ次に定める

額 

ア 一戸建ての住宅 

33,000円 

イ 共同住宅等 次に掲げる場合の区分に

応じ、それぞれ次に定める額 

（ア）区分所有住宅の場合 54 の２の項第

２号イ（ア）ａからｈまでに掲げる当該

申請に係る建築物の住戸の総数の区分

に応じ、それぞれ当該ａからｈまでに定

める額に２分の１を乗じて得た額 

（イ）区分所有住宅以外の場合 54の２の項

第２号イ（ア）ａからｈまでに掲げる当



 

該申請に係る住戸の属する建築物の住

戸の総数の区分に応じ、それぞれ当該ａ

からｈまでに定める額に２分の１を乗

じて得た額を同時に申請する住戸の戸

数で除して得た額（その額に１００円未

満の端数があるときは、これを切り捨て

た額） 

56 長期優良住宅普及促進法第

９条第１項の規定に基づく譲

受人を決定した場合における

長期優良住宅建築等計画の変

更の認定の申請に対する審査 

譲受人を決定した場合

における長期優良住宅

建築等計画変更認定申

請手数料 

1戸につき           1,700円 

 

56 の 2 長期優良住宅普及促進

法第９条第３項の規定に基づ

く管理者等が選任された場合

における長期優良住宅建築等

計画の変更の認定の申請に対

する審査 

管理者等が選任された

場合における長期優良

住宅建築等計画変更認

定申請手数料 

 1棟につき           1,700円 

57 長期優良住宅普及促進法第

10 条第１項の規定に基づく長

期優良住宅建築等計画の認定

を受けた地位の承継の承認の

申請に対する審査 

長期優良住宅建築等計

画の認定を受けた地位

の承継の承認申請手数

料 

1戸につき           1,700円 

 

57 の 2 長期優良住宅普及促進

法第１８条第１項の規定に基

づく住宅の容積率に関する特

例の許可の申請に対する審査 

認定長期優良住宅建築

等計画に基づく建築に

係る住宅の容積率の特 

例許可申請手数料 

160,000円 

58 都市の低炭素化の促進に関

する法律（平成24年法律第84

号。以下「都市の低炭素化促進

法」という。） 第 53 条第１項

の規定に基づく低炭素建築物

新築等計画の認定の申請に対

する審査 

低炭素建築物新築等計

画認定申請手数料 

(1) 次号に規定する場合以外の場合 次に掲

げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定め

る額（共同住宅等の一の建築物の申請の場

合は、次に掲げる場合の区分に応じ、それ

ぞれ次に定める額を合算して得た額） 

ア 認定の申請に係る低炭素建築物新築

等計画が都市の低炭素化促進法第５４条

第１項第１号から第３号までに掲げる基

準に適合していることを証する書類（建

築物のエネルギー消費性能の向上に関す

る法律（平成２７年法律第５３号。以下

「建築物省エネ法」という。）第１１条

第１項に規定する住宅部分（以下「住宅

部分」という。）の申請については登録

住宅性能評価機関が、建築物省エネ法第



 

１１条第１項に規定する非住宅部分（以

下「非住宅部分」という。）の申請につ

いては建築物省エネ法第１５条第１項に

規定する登録建築物エネルギー消費性能

判定機関（以下「登録建築物エネルギー

消費性能判定機関」という。）が証する

書類）又は住宅部分の申請については住

宅の品質確保の促進等に関する法律第６

条第１項に規定する設計住宅性能評価書

（以下「設計住宅性能評価書」という。）

（日本住宅性能表示基準（住宅の品質確

保の促進等に関する法律第３条第１項の

規定により定められた日本住宅性能表示

基準をいう。以下同じ。）に基づく断熱

等性能等級が等級５及び一次エネルギー

消費量等級が等級６に適合している場合

に限る。）の写しが添付されている場合

 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞ

れ次に定める額 

(ア) 住宅部分の申請の場合 次に掲げる

当該申請に係る住宅の区分に応じ、それ

ぞれ次に定める額 

a 一戸建ての住宅     5,000円 

b 共同住宅等 次に掲げる当該申請に

係る住宅部分の床面積の合計の区分に応

じ、それぞれ次に定める額 

（ａ） 300平方メートル未満  

9,700円 

（ｂ） 300平方メートル以上2,000平方メー

トル未満      

  20,000円 

（ｃ） 2,000平方メートル以上5,000 

平方メートル未満 

 45,000円 

（ｄ） 5,000平方メートル以上 

81,000円 

（イ） 非住宅部分の申請の場合 次に掲げ

る当該申請に係る非住宅部分の床面積

の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

ａ 300平方メートル以内 

 9,700円 

ｂ 300平方メートルを超え2,000平方

メートル以内 

 27,000円 

ｃ 2,000平方メートルを超え5,000平

方メートル以内 



 

 80,000円 

ｄ 5,000平方メートルを超え10,000

平方メートル以内  

127,000円 

ｅ 10,000平方メートルを超え25,000

平方メートル以内 

 161,000円 

ｆ 25,000平方メートルを超えるとき 

 201,000円 

イ アに規定する場合以外の場合 次に掲

げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定め

る額 

(ア) 住宅部分の申請の場合 

次に掲げる当該申請に係る住宅のエネル

ギー消費性能を評価する方法の区分に応

じ、それぞれ次に定める額 

a 誘導仕様基準により評価する方法

（建築物エネルギー消費性能基準等

を定める省令(平成28年経済産業省・

国土交通省令第1号。以下この項及び

61の項から66の項までにおいて「基準

省令」という。)第10条第2号イ(2)及

び同号ロ(2)に定める基準に適合する

かどうかを評価する方法をいう。） 

次に掲げる当該申請に係る住宅の区

分に応じ、それぞれ次に定める額 

（ａ） 一戸建ての住宅 次に掲げる

当該申請に係る住宅部分の床面積の

合計の区分に応じ、それぞれ次に定め

る額 

ⅰ  200 平 方 メ ー ト ル 未 満 

17,800円 

ⅱ 200平方メートル以上  

19,100円 

（ｂ） 共同住宅等 次に掲げる当該

申請に係る住宅部分の床面積の合計

の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

ⅰ 300平方メートル未満  

33,300円 

ⅱ 300平方メートル以上2,000平

方メートル未満  

57,000円 

ⅲ 2,000平方メートル以上5,000

平方メートル未満  

104,000円 

ⅳ  5,000 平 方メ ートル 以上 



 

157,000円 

b aに規定する方法以外の方法 次に

掲げる当該申請に係る住宅の区分に

応じ、それぞれ次に定める額 

（ａ） 一戸建ての住宅 次に掲げる当

該申請に係る住宅部分の床面積の合

計の区分に応じ、それぞれ次に定める

額 

ⅰ 200平方メートル未満  

34,000円 

ⅱ 200平方メートル以上  

38,000円 

（ｂ） 共同住宅等 次に掲げる当該

申請に係る住宅部分の床面積の合計

の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

ⅰ 300平方メートル未満  

69,000円 

ⅱ 300平方メートル以上2,000平

方メートル未満  

116,000円 

ⅲ 2,000平方メートル以上5,000

平方メートル未満  

197,000円 

ⅳ 5,000平方メートル以上 

 283,000円 

（イ）非住宅部分の申請の場合 次に掲げ

る当該申請に係る非住宅部分のエネル

ギー消費性能を評価する方法の区分に

応じ、それぞれ次に定める額 

ａ モデル建物法（基準省令）第１０条

第１号イ（２）及び同号ロ（２）に定

める基準に適合するかどうかを評価

する方法をいう。） 次に掲げる当該

申請に係る非住宅部分の床面積の区

分に応じ、それぞれ次に定める額 

（ａ）300平方メートル以内 

 87,000円 

（ｂ）300平方メートルを超え2,000平

方メートル以内 

 146,000円 

（ｃ）2,000平方メートルを超え5,000

平方メートル以内 

 236,000円 

（ｄ）5,000平方メートルを超え10,00

0平方メートル以内 

 309,000円 



 

（ｅ）10,000平方メートルを超え25,0

00平方メートル以内 

 371,000円 

（ｆ）25,000平方メートルを超えると

き 

 435,000円 

ｂ ａに規定する方法以外の方法 次

に掲げる当該申請に係る非住宅部分

の床面積の区分に応じ、それぞれ次に

定める額 

（ａ）300平方メートル以内 

 241,000円 

（ｂ）300平方メートルを超え2,000平

方メートル以内 

 384,000円 

（ｃ）2,000平方メートルを超え5,000

平方メートル以内 

 547,000円 

（ｄ）5,000平方メートルを超え10,00

0平方メートル以内 

 671,000円 

（ｅ）10,000平方メートルを超え25,0

00平方メートル以内 

 791,000円 

（ｆ）25,000平方メートルを超えると

き 

 903,000円 

(2) 都市の低炭素化促進法第５４条第２項の

規定による申出があった場合 前号の規定

により算定した額に１の項に規定する額を

加算した額 

59 都市の低炭素化促進法第 55

条第２項において準用する都

市の低炭素化促進法第 53 条第

１項の規定に基づく低炭素建

築物新築等計画の変更の認定

の申請に対する審査 

 

 

 

 

 

低炭素建築物新築等計

画変更認定申請手数料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 次号に規定する場合以外の場合 次に掲

げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定め

る額（共同住宅等の一の建築物の申請の場

合、次に掲げる場合の区分に応じ、それぞ

れ次に定める額を合算して得た額）（その

額に100円未満の端数があるときは、これ

を切り捨てた額） 

ア 変更の認定の申請に係る低炭素建築物

新築等計画が都市の低炭素化促進法第５

４条第１項第１号から第３号までに掲げ

る基準に適合していることを証する書類

（住宅部分の申請については登録住宅性

能評価機関が、非住宅部分の申請について

は登録建築物エネルギー消費性能判定機

関が証する書類）又は住宅部分の申請につ



 

いては設計住宅性能評価書（日本住宅性能

表示基準に基づく断熱等性能等級が等級

５及び一次エネルギー消費量等級が等級

６に適合している場合に限る。）の写しが

添付されている場合 次に掲げる場合の

区分に応じ、それぞれ次に定める額 

(ア) 住宅部分の申請の場合 

58の項第1号ア(ア)a及びbに掲げる当

該申請に係る住宅の区分並びに同号ア

(ア)b(a)から(d)までに掲げる当該申請

に係る住宅部分の床面積の合計の区分

に応じ、当該a及びb(a)から(d)までに

定める額に2分の1を乗じて得た額 

（イ）非住宅部分の申請の場合 ５８の項第

１号ア(イ)ａからｆまでに掲げる当該

申請に係る非住宅部分の床面積の区分

に応じ、当該ａからｆまでに定める額に

２分の１を乗じて得た額 

イ アに規定する場合以外の場合 次に掲

げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定め

る額 

(ア) 住宅部分の申請の場合 次に掲げる

当該申請に係る住宅のエネルギー消費性

能を評価する方法の区分に応じ、それぞ

れ次に定める額 

a 58の項第1号イ(ア)aに規定する方法 

58の項第1号イ(ア)a(a)及び(b)に掲

げる当該申請に係る住宅の区分並び

に同号イ(ア)a(a)ⅰ及びⅱ並びに(b)

ⅰからⅳまでに掲げる当該申請に係

る住宅部分の床面積の合計の区分に

応じ、当該イ(ア)a(a)ⅰ及びⅱ並びに

(b)ⅰからⅳまでに定める額に2分の1

を乗じて得た額。 

b 58の項第1号イ(ア)bに規定する方

法 58の項第1号イ(ア)b(a)及び(b)

に掲げる当該申請に係る住宅の区分

並びに同号イ(ア)b(a)ⅰ及びⅱ並び

に(b)ⅰからⅳまでに掲げる当該申請

に係る住宅部分の床面積の合計の区

分に応じ、当該イ(ア)b(a)ⅰ及びⅱ並

びに(b)ⅰからⅳまでに定める額に2

分の1を乗じて得た額 

  （イ）  非住宅部分の申請の場合 ５８の項

第１号イ（イ）ａ及びｂに掲げる当該申

請に係る非住宅部分のエネルギー消費



 

性能を評価する方法の区分並びに同号

イ（イ）ａ（ａ）から（ｆ）まで及び同

号イ（イ）ｂ（ａ）から（ｆ）までに掲

げる当該申請に係る非住宅部分の床面

積の区分に応じ、当該ａ（ａ）から（ｆ）

まで及び当該ｂ（ａ）から（ｆ）までに

定める額に２分の１を乗じて得た額 

(2) 都市の低炭素化促進法第５５条第２項に

おいて準用する都市の低炭素化促進法第５

４条第２項の規定による申出があった場合

 前号の規定により算定した額に１の項に

規定する額を加算した額 

 

60 マンションの建替え等の円

滑化に関する法律（平成１４年

法律第７８号）第１０５条第１

項の規定に基づく建築物の容

積率に関する特例の許可の申

請に対する審査 

要除却認定マンション

に係るマンションの建

替えにより新たに建築

されるマンションの容

積率の特例許可申請手

数料 

160,000円 

61 建築物省エネ法第３４条第

１項の規定に基づく建築物エ

ネルギー消費性能向上計画の

認定の申請に対する審査 

建築物エネルギー消費

性能向上計画認定申請

手数料 

(1) 次号に規定する場合以外の場合 次に定

める額。ただし、認定の申請に係る建築物エ

ネルギー消費性能向上計画について建築物

省エネ法第３４条第３項各号に掲げる事項

について記載があった場合は、当該計画に係

る全ての建築物ごとにそれぞれ次に定める

額を合計した額 

ア 認定の申請に係る建築物エネルギー消

費性能向上計画が建築物省エネ法第３５

条第１項に掲げる基準に適合しているこ

とについて、住宅部分の申請については登

録住宅性能評価機関が、非住宅部分の申請

については登録建築物エネルギー消費性

能判定機関が証する書類が添付されてい

る場合 （ア）に定める額及び（イ）に定

める額を合計した額 

（ア）非住宅部分 次に掲げる当該申請に係

る建築物の非住宅部分の床面積の合計の

区分に応じ、それぞれ次に定める額 

ａ 300平方メートル未満 

 9,200円 

ｂ 300平方メートル以上2,000平方メ

ートル未満 

 26,300円 

ｃ 2,000平方メートル以上5,000平方



 

メートル未満 

 78,700円 

ｄ 5,000平方メートル以上10,000 平

方メートル未満 

 124,600円 

ｅ 10,000平方メートル以上25,000平

方メートル未満 

 157,300円 

ｆ 25,000平方メートル以上 

  196,600円 

（イ）住宅部分 次に掲げる当該申請に係る

建築物の住宅の区分に応じ、それぞれ次

に定める額 

ａ 一戸建ての住宅 

 4,600円 

ｂ 共同住宅等 次に掲げる当該申請

に係る建築物の住宅部分の床面積の

合計の区分に応じ、それぞれ次に定め

る額 

（ａ）300平方メートル未満 

 9,200円 

（ｂ）300平方メートル以上2,000平方

メートル未満 

  19,700円 

（ｃ）2,000 平方メートル以上5,000平

方メートル未満 

 43,900円 

（ｄ）5,000平方メートル以上 

78,700円 

イ アに規定する場合以外の場合で、認定の

申請に係る建築物エネルギー消費性能向

上計画が建築物省エネ法第３５条第１項

１号に掲げる基準に適合していることに

ついて、（ア）又は（イ）に掲げる添付書

類が添付されている場合 （ア）又は（イ）

に掲げる添付書類に応じ、それぞれ（ア）

又は（イ）に定める額 

（ア）設計住宅性能評価書（日本住宅性能

表示基準に基づく断熱等性能等級が等

級５及び一次エネルギー消費量等級が

等級６に適合している場合に限る。）

の写しが添付されている場合 ア（イ）

に定める額及びエ（ア）に定める額を

合計した額 

（イ）建築物省エネ法の施行の際現に存す

る建築物の住宅部分については、設計



 

住宅性能評価書（日本住宅性能表示基

準に基づく一次エネルギー消費量等級

が等級４又は等級５に適合している場

合に限る。）の写しが添付されている

場合 ア（イ）に定める額及びエ（ア）

に定める額を合計した額 

ウ ア及びイに規定する場合以外の場合で、

非住宅部分の申請については基準省令第

１０条第１号ただし書、住宅部分の申請に

ついては同条第２号ただし書の場合 

（ア）に定める額（同条第１号ただし書の

方法が建築物省エネ法第３５条第１項に

掲げる基準に適合していることについて、

事前に審査が行われたと認められる方法

の場合は、ア（ア）に定める額）及び（イ）

に定める額（基準省令第１０条第２号ただ

し書の方法が建築物省エネ法第３５条第

１項に掲げる基準に適合していることに

ついて、事前に審査が行われたと認められ

る方法の場合は、ア（イ）に定める額）を

合計した額 

（ア）非住宅部分 次に掲げる当該申請に係

る建築物の非住宅部分の床面積の合計

の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

ａ 300平方メートル未満 

 222,900円 

ｂ 300平方メートル以上2,000平方メ

ートル未満 

 360,500円 

ｃ 2,000平方メートル以上5,000平方

メートル未満 

 514,600円 

ｄ 5,000平方メートル以上10,000 平

方メートル未満 

 633,900円 

ｅ 10,000平方メートル以上25,000平

方メートル未満  

749,400円 

ｆ 25,000平方メートル以上  

854,900円 

（イ）住宅部分 次に掲げる当該申請に係る

建築物の住宅の区分に応じ、それぞれ  

次に定める額 

ａ 一戸建ての住宅 次に掲げる当該

申請に係る建築物の住宅部分の床面

積の合計の区分に応じ、それぞれ次に



 

定める額 

（ａ）200平方メートル未満 

 33,500円 

（ｂ）200平方メートル以上 

 37,400円 

ｂ 共同住宅等 次に掲げる当該申請

に係る建築物の住宅部分の床面積の

合計の区分に応じ、それぞれ次に定め

る額 

（ａ）300平方メートル未満 

 67,600円 

（ｂ）300平方メートル以上2,000平方

メートル未満 

 112,800円 

（ｃ）2,000 平方メートル以上5,000平

方メートル未満 

 192,200円 

（ｄ）5,000平方メートル以上 

 275,400円 

エ アからウまでに規定する場合以外の場

合 （ア）に定める額及び（イ）に定める

額を合計した額 

（ア）非住宅部分 次に掲げる当該申請に係

る建築物のエネルギー消費性能を評価

する方法の区分に応じ、それぞれ次に定

める額 

ａ 標準入力法・主要室入力法（基準省

令第１０条第 1号イ（1）及び同号ロ

（1）に定める基準に適合するかどう

かを評価する方法をいう。） 次に掲

げる当該申請に係る建築物の非住宅

部分の床面積の合計の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める額 

（ａ）300平方メートル未満 

 222,900円 

（ｂ）300平方メートル以上2,000平方

メートル未満 

 360,500円 

（ｃ）2,000 平方メートル以上5,000平

方メートル未満 

 514,600円 

（ｄ）5,000平方メートル以上10,000

平方メートル未満 

 633,900円 

（ｅ）10,000平方メートル以上25,000

平方メートル未満 



 

 749,400円 

（ｆ）25,000平方メートル以上  

854,900円 

ｂ モデル建物法（基準省令第１０条第

１号イ（２）及び同号ロ（２）に定め

る基準に適合するかどうかを評価す

る方法をいう。） 次に掲げる当該申

請に係る建築物の非住宅部分の床面

積の合計の区分に応じ、それぞれ次に

定める額 

（ａ）300平方メートル未満 

 85,300円 

（ｂ）300平方メートル以上2,000平方

メートル未満 

 142,900円 

（ｃ）2,000 平方メートル以上5,000平

方メートル未満 

 231,500円 

（ｄ）5,000平方メートル以上10,000

平方メートル未満 

 302,300円 

（ｅ）10,000平方メートル以上25,000

平方メートル未満 

 363,400円 

（ｆ）25,000平方メートル以上 

 426,300円 

(イ) 住宅部分 次に掲げる当該申請に

係る建築物の住宅のエネルギー消費性

能を評価する方法の区分に応じ、それぞ

れ次に定める額 

a 誘導仕様基準により評価する方法

（基準省令第10条第2号イ(2)及び同

号ロ(2)に定める基準に適合するかど

うかを評価する方法をいう。） 次に

掲げる当該申請に係る建築物の住宅

の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

（ａ） 一戸建ての住宅 次に掲げる

当該申請に係る建築物の住宅部分

の床面積の合計の区分に応じ、それ

ぞれ次に定める額 

ⅰ 200平方メートル未満  

17,100円 

ⅱ 200平方メートル以上  

18,400円 

（ｂ） 共同住宅等 次に掲げる当該

申請に係る建築物の住宅部分の床



 

面積の合計の区分に応じ、それぞれ

次に定める額 

ⅰ 300平方メートル未満  

32,200円 

ⅱ 300平方メートル以上2,000平

方メートル未満  

55,800円 

ⅲ 2,000平方メートル以上5,000

平方メートル未満  

101,100円 

ⅳ  5,000 平方メートル以上 

152,900円 

b aに規定する方法以外の方法 次に

掲げる当該申請に係る建築物の住宅

の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

（ａ） 一戸建ての住宅 次に掲げる

当該申請に係る建築物の住宅部分

の床面積の合計の区分に応じ、それ

ぞれ次に定める額 

ⅰ 200平方メートル未満  

33,500円 

ⅱ 200平方メートル以上  

37,400円 

（ｂ） 共同住宅等 次に掲げる当該

申請に係る建築物の住宅部分の床

面積の合計の区分に応じ、それぞれ

次に定める額 

ⅰ  300 平 方 メ ー ト ル 未 満 

67,600円 

ⅱ 300平方メートル以上2,000平

方メートル未満  

112,800円 

ⅲ 2,000平方メートル以上5,000

平方メートル未満  

192,200円 

ⅳ  5,000 平 方メ ートル 以上 

275,400円 

(2)建築物省エネ法第３５条第２項の規定によ

る申出があった場合 前号に規定する額に

１の項に規定する額を加算した額。ただし、

認定の申請に係る建築物エネルギー消費性

能向上計画について建築物省エネ法第３４

条第３項各号に掲げる事項について記載が

あった場合は、当該計画に係る全ての建築物

ごとにそれぞれ前号に定める額を合計した

額に１の項に規定する額を加算した額 



 

62 建築物省エネ法第３６条第

１項の規定に基づく建築物エ

ネルギー消費性能向上計画の

変更の認定の申請に対する審

査 

建築物エネルギー消費

性能向上計画変更認定

申請手数料 

(1)次号に規定する場合以外の場合 次に定め

る額（その額に100円未満の端数があるとき

は、これを切り捨てた額）。ただし、認定の

申請に係る建築物エネルギー消費性能向上

計画について建築物省エネ法第３４条第３

項各号に掲げる事項について記載があった

場合は、当該計画に係る変更する全ての建築

物ごとにそれぞれ次に定める額を合計した

額 

ア 変更の認定の申請に係る建築物エネル

ギー消費性能向上計画が建築物省エネ法

第３５条第１項に掲げる基準に適合して

いることについて、住宅部分の申請につい

ては登録住宅性能評価機関が、非住宅部分

の申請については登録建築物エネルギー

消費性能判定機関が証する書類が添付さ

れている場合 （ア）に定める額及び（イ）

に定める額を合計した額 

（ア）非住宅部分 ６１の項第１号ア（ア）

ａからｆまでに掲げる当該申請に係る

建築物の非住宅部分の床面積の合計の

区分に応じ、当該ａからｆまでに定める

額に２分の１を乗じて得た額 

（イ）住宅部分 ６１の項第１号ア（イ）ａ

及びｂに掲げる当該申請に係る建築物

の住宅の区分並びに同号ア（イ）ｂ（ａ）

から（ｄ）までに掲げる当該申請に係る

建築物の住宅部分の床面積の合計の区

分に応じ、当該ａ及びｂ（ａ）から（ｄ）

までに定める額に２分の１を乗じて得

た額 

イ アに規定する場合以外の場合で、変更の

認定の申請に係る建築物エネルギー消費

性能向上計画が建築物省エネ法第３５条

第１項に掲げる基準に適合していること

について、６１の項第１号イ（ア）又は（イ）

に 掲 げ る 添 付 書 類 が 添 付 さ れ て

いる場合 ６１の項第１号イ（ア）又は

（イ）に掲げる添付書類に応じ、当該（ア）

又は（イ）に定める額 

ウ ア及びイに規定する場合以外の場合で、

非住宅部分の申請については基準省令第

１０条第１号ただし書、住宅部分の申請に

ついては同条第２号ただし書の場合 

（ア）に定める額（同条第１号ただし書の

方法が建築物省エネ法第３５条第１項に



 

掲げる基準に適合していることについて、

事前に審査が行われたと認められる方法

の場合は、ア（ア）に定める額）及び（イ）

に定める額（基準省令第 １０条第２号た

だし書の方法が建築物省エネ法第３５条

第１項に掲げる基準に適合していること

について、事前に審査が行われたと認めら

れる方法の場合は、ア（イ）に定める額）

を合計した額  

（ア）６１の項第１号エ（ア）ａ（ａ）から

（ｆ）までに掲げる当該申請に係る建築

物の非住宅部分の床面積の合計の区分

に応じ、当該（ａ）から（ｆ）までに定

める額に２分の１を乗じて得た額 

（イ）６１の項第１号エ（イ）ａ及びｂに掲

げる当該申請に係る建築物の住宅の区

分並びに同号エ（イ）ａ（ａ）及び（ｂ）

並びにｂ（ａ）から（ｄ）までに掲げる

当該申請に係る住宅部分の床面積の合

計の区分に応じ、当該エ（イ）ａ（ａ）

及び（ｂ）並びにｂ（ａ）から（ｄ）ま

でに定める額に２分の１を乗じて得た

額 

エ アからウまでに規定する場合以外の場

合 （ア）に定める額に（イ）又は（ウ）

に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次

に定める額を合計した額 

（ア）６１の項第１号エ(ア)ａ及びｂに掲げ

る当該申請に係る建築物のエネルギー

消費性能を評価する方法の区分並びに

同号エ（ア）ａ（ａ）から（ｆ）まで及

び同号エ（ア）ｂ（ａ）から（ｆ）まで

に掲げる当該申請に係る建築物の非住

宅部分の床面積の合計の区分に応じ、当

該エ（ア）ａ（ａ）から（ｆ）まで及び

エ（ア）ｂ（ａ）から（ｆ）までに定め

る額に２分の１を乗じて得た額 

(イ)６１の項第１号エ(イ)aに規定する方

法で評価する場合 ６１の項第１号エ

(イ)a(a)及び(b)に掲げる当該申請に係

る建築物の住宅の区分並びに同号エ

(イ)a(a)ⅰ及びⅱ並びに(b)ⅰからⅳま

でに掲げる当該申請に係る住宅部分の

床面積の合計の区分に応じ、当該エ

(イ)a(a)ⅰ及びⅱ並びに(b)ⅰからⅳま

でに定める額に２分の１を乗じて得た



 

額。 

(ウ)６１の項第１号エ(イ)bに規定する

方法で評価する場合 ６１の項第1号エ

(イ)b(a)及び(b)に掲げる当該申請に係

る建築物の住宅の区分並びに同号エ

(イ)b(a)ⅰ及びⅱ並びに(b)ⅰからⅳま

でに掲げる当該申請に係る住宅部分の

床面積の合計の区分に応じ、当該エ

(イ)b(a)ⅰ及びⅱ並びに(b)ⅰからⅳま

でに定める額に２分の１を乗じて得た

額。 

 (2)建築物省エネ法第３６条第２項において

準用する建築物省エネ法第３５条第２項の

規定による申出があった場合 前号に規定

する額に１の項に規定する額を加算した額。

ただし、認定の申請に係る建築物エネルギー

消費性能向上計画について建築物省エネ法

第３４条第３項各号に掲げる事項について

記載があった場合は、当該計画に係る変更す

る全ての建築物ごとにそれぞれ前号に定め

る額を合計した額に１の項に規定する額を

加算した額 

63 建築物省エネ法第４１条第

１項の規定に基づく基準適合

認定建築物の認定の申請に対

する審査 

基準適合認定建築物認

定申請手数料 

(1)認定の申請に係る建築物が建築物省エネ法

第２条第３号に掲げる建築物エネルギー消

費性能基準に適合していることについて、住

宅部分の申請については登録住宅性能評価

機関が、非住宅部分の申請については登録建

築物エネルギー消費性能判定機関が証する

書類が添付されている場合 アに定める額

及びイに定める額を合計した額 

ア 非住宅部分 次に掲げる当該申請に係

る建築物の非住宅部分の床面積の合計の

区分に応じ、それぞれ次に定める額 

（ア）300平方メートル未満 

 9,200円 

（イ）300平方メートル以上2,000平方メー

トル未満 

 26,300円 

（ウ）2,000 平方メートル以上5,000平方メ

ートル未満 

 78,700円 

（エ）5,000平方メートル以上10,000平方

メートル未満  

124,600円 

（オ）10,000平方メートル以上25,000平方

メートル未満 



 

 157,300円 

（カ）25,000平方メートル以上 

 196,600円 

イ 住宅部分 次に掲げる当該申請に係る

建築物の住宅の区分に応じ、それぞれ次に

定める額 

（ア）一戸建ての住宅 

 4,600円 

（イ）共同住宅等 次に掲げる当該申請に係

る建築物の住宅部分の床面積の合計の

区分に応じ、それぞれ次に定める額 

ａ 300平方メートル未満 

 9,200円 

ｂ 300平方メートル以上2,000平方メ

ートル未満 

 19,700円 

ｃ 2,000平方メートル以上5,000平方

メートル未満 

 43,900円 

ｄ 5,000平方メートル以上 

 78,700円 

(2)前号に規定する場合以外の場合で、認定の

申請に係る建築物が建築物省エネ法第２条

第３号に掲げる建築物エネルギー消費性能

基準に適合していることについて、次のアか

らオまでのいずれかに掲げる添付書類が添

付されており、かつ、当該添付書類に係る建

築物の工事が完了した時点から当該認定の

申請をした時点までに建築物に変更がない

場合 アからオまでのいずれかに掲げる添

付書類に応じ、それぞれアからオまでに定め

る額 

ア 建築物省エネ法第３５条第１項の規定

による認定の通知書の写しが添付され、か

つ、建築基準法第７条第５項、第７条の２

第５項又は第１８条第１８項に規定する

検査済証の写しが添付されている場合 

当該認定を受けた部分に係る前号アに定

める額及び同号イに定める額と、当該認定

を受けた部分以外の部分に係る第４号ア

に定める額及び同号イに定める額を合計

した額 

イ 都市の低炭素化促進法第５４条第１項

に基づく認定の通知書の写しが添付され、

かつ、建築基準法第７条第５項、第７条の

２第５項又は第１８条第１８項に規定す



 

る検査済証の写しが添付されている場合 

当該認定を受けた部分に係る前号アに定

める額及び同号イに定める額と、当該認定

を受けた部分以外の部分に係る第４号ア

に定める額及び同号イに定める額を合計

した額 

ウ 建築物省エネ法第１２条第６項の適合

判定通知書の写しが添付され、かつ、建築

基準法第７条第５項、第７条の２第５項又

は１８条第１８項に規定する検査済証の

写しが添付されている場合 前号アに定

める額及び第４号イに定める額を合計し

た額 

エ 住宅の品質確保の促進等に関する法律

第６条第３項に規定する建設住宅性能評

価書（以下この項において「建設住宅性能

評価書」という。）（日本住宅性能表示基

準に基づく断熱等性能等級が等級４に適

合し、かつ、一次エネルギー消費量等級が

等級４又は等級５に適合している場合に

限る。）の写しが添付されている場合 前

号イに定める額及び第４号アに定める額

を合計した額 

オ 建築物省エネ法の施行の際現に存する

建築物の住宅部分については、建設住宅性

能評価書（日本住宅性能表示基準に基づく

一次エネルギー消費量等級が等級３、等級

４又は等級５に適合している場合に限

る。）の写しが添付されている場合 前号

イに定める額及び第４号アに定める額を

合計した額 

(3)前２号に規定する場合以外の場合で、非住

宅部分の申請については基準省令第１条第

１項第１号ただし書、住宅部分の申請につい

ては同項第２号ただし書の場合 アに定め

る額（同項第１号ただし書の方法が建築物省

エネ法第２条第３号に掲げる建築物エネル

ギー消費性能基準に適合していることにつ

いて、事前に審査が行われたと認められる方

法の場合は、第１号アに定める額）及びイに

定める額（基準省令第１条第１項第２号ただ

し書の方法が建築物省エネ法第２条第３号

に掲げる建築物エネルギー消費性能基準に

適合していることについて、事前に審査が行

われたと認められる方法の場合は、第１号イ

に定める額） 



 

 ア 非住宅部分 次に掲げる当該申請に係

る建築物の非住宅部分の床面積の合計の

区分に応じ、それぞれ次に定める額 

（ア）300平方メートル未満 

 222,900円 

（イ）300平方メートル以上2,000平方メー

トル未満 

  360,500円 

（ウ）2,000 平方メートル以上5,000平方メ

ートル未満  

514,600円 

（エ）5,000平方メートル以上10,000平方

メートル未満 

 633,900円 

（オ）10,000平方メートル以上25,000平方

メートル未満 

749,400円 

（カ）25,000平方メートル以上 

 854,900円 

イ 住宅部分 次に掲げる当該申請に係る

建築物の住宅の区分に応じ、それぞれ次に

定める額 

（ア）一戸建ての住宅 次に掲げる当該申請

に係る建築物の住宅部分の床面積の合

計の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

ａ 200平方メートル未満 

 33,500円 

ｂ 200平方メートル以上 

 37,400円 

（イ）共同住宅等 次に掲げる当該申請に係

る建築物の住宅部分の床面積の合計の

区分に応じ、それぞれ次に定める額 

ａ 300平方メートル未満 

 67,600円 

ｂ 300平方メートル以上2,000平方メ

ートル未満 

 112,800円 

ｃ 2,000平方メートル以上5,000平方

メートル未満 

 192,200円 

ｄ 5,000平方メートル以上 

 275,400円 

(4)前３号に規定する場合以外の場合 アに定

める額及びイに定める額を合計した額 

ア 非住宅部分 次に掲げる当該申請に係

る建築物のエネルギー消費性能を評価す



 

る方法の区分に応じ、それぞれ次に定める

額 

（ア）標準入力法・主要室入力法（基準省令

第１条第１項第１号イに定める基準に

適合するかどうかを評価する方法をい

う。） 次に掲げる当該申請に係る建築

物の非住宅部分の床面積の合計の区分

に応じ、それぞれ次に定める額 

ａ 300平方メートル未満 

 222,900円 

ｂ 300平方メートル以上2,000平方メ

ートル未満 

 360,500円 

ｃ 2,000平方メートル以上5,000平方

メートル未満 

 514,600円 

ｄ 5,000平方メートル以上10,000 平

方メートル未満 

 633,900円 

ｅ 10,000平方メートル以上25,000平

方メートル未満 

 749,400円 

ｆ 25,000平方メートル以上  

854,900円 

（イ）モデル建物法（基準省令第１条第１項

第１号ロに定める基準に適合するかど

うかを評価する方法をいう。） 次に掲

げる当該申請に係る建築物の非住宅部

分の床面積の合計の区分に応じ、それぞ

れ次に定める額 

ａ 300平方メートル未満 

 85,300円 

ｂ 300平方メートル以上2,000平方メ

ートル未満 

 142,900円 

ｃ 2,000平方メートル以上5,000平方

メートル未満 

 231,500円 

ｄ 5,000平方メートル以上10,000 平

方メートル未満 

 302,300円 

ｅ 10,000平方メートル以上25,000平

方メートル未満 

 363,400円 

ｆ 25,000平方メートル以上  

426,300円 



 

イ 住宅部分 次に掲げる当該申請に係る

建築物のエネルギー消費性能を評価する

方法の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

（ア）住宅性能基準（基準省令第１条第１項

第２号イ（１）及び同号ロ（１）に定め

る基準をいう。）に適合するかどうかを

評価する方法 次に掲げる当該申請に

係る建築物の住宅の区分に応じ、それぞ

れ次に定める額 

ａ 一戸建ての住宅 次に掲げる当該

申請に係る建築物の住宅部分の床面

積の合計の区分に応じ、それぞれ次に

定める額 

（ａ）200平方メートル未満  

33,500円 

（ｂ）200平方メートル以上 

 37,400円 

ｂ 共同住宅等 次に掲げる当該申請

に係る建築物の住宅部分の床面積の

合計の区分に応じ、それぞれ次に定め

る額 

（ａ）300平方メートル未満 

 67,600円 

（ｂ）300平方メートル以上2,000平方

メートル未満 

 112,800円 

（ｃ）2,000平方メートル以上5,000平

方メートル未満 

 192,200円 

（ｄ）5,000平方メートル以上 

 275,400円 

（イ）モデル住宅法(基準省令第1条第1項

第2号イ(２)(i)及び同号ロ(２)に定め

る基準に適合するかどうかを評価する

方法をいう。)、フロア入力法(基準省令

第1条第1項第2号イ(２)(ii)及び同号

ロ(２)に定める基準に適合するかどう

かを評価する方法をいう。)及び住宅仕

様基準（基準省令第１条第１項第２号イ

（３）及び同号ロ（３）に定める基準を

いう。）に適合するかどうかを評価する

方法 次に掲げる当該申請に係る建築

物の住宅の区分に応じ、それぞれ次に定

める額 

ａ 一戸建ての住宅 次に掲げる当該

申請に係る建築物の住宅部分の床面



 

積の合計の区分に応じ、それぞれ次に

定める額 

（ａ）200平方メートル未満 

 17,100円 

（ｂ）200平方メートル以上  

18,400円 

ｂ 共同住宅等 次に掲げる当該申請

に係る建築物の住宅部分の床面積の

合計の区分に応じ、それぞれ次に定め

る額 

（ａ）300平方メートル未満 

 32,200円 

（ｂ）300平方メートル以上2,000平方

メートル未満  

55,800円 

（ｃ）2,000平方メートル以上5,000平

方メートル未満  

101,100円 

（ｄ）5,000平方メートル以上  

152,900円 

64 建築物省エネ法第 12 条第１

項又は第 13 条第 2項の規定に

基づく建築物エネルギー消費

性能確保計画に対する建築物

エネルギー消費性能適合性判

定 

建築物エネルギー消費

性能適合性判定手数料 

(1)アに定める額及びイに定める額を合計した

額（合計した額が一次エネルギー消費量の算

定対象としない建築物の部分（以下この項か

ら６６の項までにおいて「一次エネルギー算

定対象外部分」という。）を一次エネルギー

算定対象外部分以外の部分とみなして算定

したアの額を超える場合は、アの額とする。） 

ア 非住宅部分（一次エネルギー算定対象外

部分以外の部分） 次に掲げる当該申請に

係る建築物のエネルギー消費性能を評価

する方法の区分に応じ、それぞれ次に定め

る額 

（ア）標準入力法・主要室入力法（基準省令

第１条第１項第１号イに定める基準に

適合するかどうかを評価する方法をい

う。） 次に掲げる当該申請に係る建築

物の非住宅部分（一次エネルギー算定対

象外部分を除く。）の床面積の合計の区

分に応じ、それぞれ次に定める額 

ａ 300平方メートル未満 

 222,900円 

ｂ 300平方メートル以上2,000平方メ

ートル未満 

 360,500円 

ｃ 2,000平方メートル以上5,000平方

メートル未満 



 

 514,600円 

ｄ 5,000平方メートル以上10,000 平

方メートル未満 

 633,900円 

ｅ 10,000平方メートル以上25,000平

方メートル未満 

749,400円 

ｆ 25,000平方メートル以上  

854,900円 

（イ）モデル建物法（基準省令第１条第１項

第１号ロに定める基準に適合するかど

うかを評価する方法をいう。） 次に掲

げる当該申請に係る建築物の非住宅部

分（一次エネルギー算定対象外部分を除

く。）の床面積の合計の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める額 

ａ 300平方メートル未満 

 85,300円 

ｂ 300平方メートル以上2,000平方メ

ートル未満 

 142,900円 

ｃ 2,000平方メートル以上5,000平方

メートル未満 

231,500円 

ｄ 5,000平方メートル以上10,000 平

方メートル未満 

 302,300円 

ｅ 10,000平方メートル以上25,000平

方メートル未満 

363,400円 

ｆ 25,000平方メ―トル以上  

426,300円 

イ 非住宅部分（一次エネルギー算定対象外

部分） 次に掲げる当該申請に係る建築物

の非住宅部分（一次エネルギー算定対象外

部分）の床面積の合計の区分に応じ、それ

ぞれ次に定める額 

（ア）300平方メートル未満 

 9,200円 

（イ）300平方メートル以上2,000平方メー

トル未満 

 26,300円 

（ウ）2,000 平方メートル以上5,000平方メ

ートル未満 

 78,700円 

（エ）5,000 平方メートル以上 10,000 平方



 

メートル未満 

  124,600円 

（オ）10,000平方メートル以上25,000平方

メートル未満 

 157,300円 

（カ）25,000平方メートル以上  

196,600円 

(2)前号に規定する場合以外の場合 で、基準

省令第１条第１項第１号ただし書の場合 

アに定める額及びイに定める額を合計した

額（合計した額が一次エネルギー算定対象外

部分を一次エネルギー算定対象外部分以外

の部分とみなして算定したアの額を超える

場合は、アの額） 

ア 非住宅部分（一次エネルギー算定対象外

部分以外の部分） 次に掲げる当該申請に

係る建築物の非住宅部分（一次エネルギー

算定対象外部分を除く。）の床面積の合計

の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

（ア）300平方メートル未満 

 222,900円 

（イ）300平方メートル以上2,000平方メー

トル未満 

   360,500円 

（ウ）2,000 平方メートル以上5,000平方メ

ートル未満 

 514,600円 

（エ）5,000平方メートル以上10,000平方

メートル未満 

 633,900円 

（オ）10,000平方メートル以上25,000平方

メートル未満 

 749,400円 

（カ）25,000平方メートル以上 

 854,900円 

イ 非住宅部分（一次エネルギー算定対象外

部分） 次に掲げる当該申請に係る建築物

の非住宅部分（一次エネルギー算定対象外

部分）の床面積の合計の区分に応じ、それ

ぞれ次に定める額 

（ア）300平方メートル未満 

 9,200円 

（イ）300平方メートル以上2,000平方メー

トル未満 

 26,300円 

（ウ）2,000 平方メートル以上5,000平方メ



 

ートル未満 

 78,700円 

（エ）5,000 平方メートル以上 10,000 平方

メートル未満 

 124,600円 

（オ）10,000平方メートル以上25,000平方

メートル未満 

 157,300円 

（カ）25,000平方メートル以上  

196,600円 

65 建築物省エネ法第 12 条第２

項又は第 13 条第 3項の規定に

基づく建築物エネルギー消費

性能確保計画の変更に対する

建築物エネルギー消費性能適

合性判定 

建築物エネルギー消費

性能適合性判定の計画

変更手数料 

(1)アに定める額及びイに定める額を合計した

額（合計した額が一次エネルギー算定対象外

部分を一次エネルギー算定対象外部分以外

の部分とみなして算定したアの額を超える

場合は、アの額）（その額に100 円未満の端

数があるときは、これを切り捨てた額） 

ア ６４の項第１号ア（ア）及び（イ）に掲

げる当該申請に係る建築物のエネルギー

消費性能を評価する方法の区分並びに同

号ア（ア）ａからｆまで及び同号ア（イ）

ａからｆまでに掲げる当該申請に係る建

築物の非住宅部分の床面積の合計の区分

に応じ、当該ア（ア）ａからｆまで及びア

（イ）ａからfまでに定める額に２分の１

を乗じて得た額 

イ ６４ の項第１号イ（ア）から（カ）ま

でに掲げる当該申請に係る建築物の非住

宅部分の床面積の合計の区分に応じ、当該

（ア）から（カ）までに定める額に２分の

１を乗じて得た額 

(2)前号に規定する場合以外の場合で、基準省

令第１条第１項第１号ただし書の場合 ア

に定める額及びイに定める額を合計した額

（合計した額が一次エネルギー算定対象外

部分を一次エネルギー算定対象外部分以外

の部分とみなして算定したアの額を超える

場合は、アの額）（その額に100 円未満の端

数があるときは、これを切り捨てた額） 

ア ６４ の項第１号ア（ア）ａからｆまで

に掲げる当該申請に係る建築物の非住宅

部分の床面積の合計の区分に応じ、当該ａ

からｆまでに定める額に２分の１を乗じ

て得た額 

イ ６４の項第１号イ（ア）から（カ）まで

に掲げる当該申請に係る建築物の非住宅

部分の床面積の合計の区分に応じ、当該



 

（ア）から（カ）までに定める額に２分の

１を乗じて得た額 

66 建築物省エネ法施行規則第

11 条の規定に基づく軽微な変

更に関する証明書の交付請求

に対する審査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建築物エネルギー消費

性能適合性判定の軽微

な変更に関する証明書

請求手数料 

(1)アに定める額及びイに定める額を合計した

額（合計した額が一次エネルギー算定対象外

部分を一次エネルギー算定対象外部分以外

の部分とみなして算定したアの額を超える

場合は、アの額）（その額に100 円未満の端

数があるときは、これを切り捨てた額） 

ア ６４の項第１号ア（ア）及び（イ）に掲

げる当該申請に係る建築物のエネルギー

消費性能を評価する方法の区分並びに同

号ア（ア）ａからｆまで及び同号ア（イ）

ａからｆまでに掲げる当該申請に係る建

築物の非住宅部分の床面積の合計の区分

に応じ、当該ア（ア）ａからｆまで及びア

（イ）ａからfまでに定める額に２分の１

を乗じて得た額 

イ ６４の項第１号イ（ア）から（カ）まで

に掲げる当該申請に係る建築物の非住宅

部分の床面積の合計の区分に応じ、当該

（ア）から（カ）までに定める額に２分の

１を乗じて得た額 

(2)前号に規定する場合以外の場合で、基準省

令第１条第１項第１号ただし書の場合 ア

に定める額及びイに定める額を合計した額

（合計した額が一次エネルギー算定対象外

部分を一次エネルギー算定対象外部分以外

の部分とみなして算定したアの額を超える

場合は、アの額）（その額に100 円未満の端

数があるときは、これを切り捨てた額） 

ア ６４の項第１号ア（ア）ａからｆまでに

掲げる当該申請に係る建築物の非住宅部

分の床面積の合計の区分に応じ、当該ａか

らｆまでに定める額に２分の１を乗じて

得た額 

イ ６４の項第１号イ（ア）から（カ）まで

に掲げる当該申請に係る建築物の非住宅

部分の床面積の合計の区分に応じ、当該

（ア）から（カ）までに定める額に２分の

１を乗じて得た額 

 



 

備 考 

１ この表中の用語の意義及び字句の意味は、それぞれ左欄に規定する法律（これに基づく政令を含む。）又は政令にお

ける用語の意義及び字句の意味によるものとする。 

２ この表の右欄に掲げる手数料の額は、当該右欄に特別の計算単位の定めのあるものについてはその計算単位について

の額とし、その他のものについては1件についての額とする。 

３ この表の１の項に規定する床面積の合計は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める面積に

ついて算定する。 

 (1) 建築物を建築する場合（次号に掲げる場合及び移転する場合を除く。） 当該建築に係る部分の床面積 

 (2) 確認を受けた建築物の計画を変更して建築物を建築する場合（移転する場合を除く。） 当該計画の変更に係る部

分の床面積の２分の１（床面積を増加する部分にあっては、当該増加する部分の床面積） 

 (3) 建築物を移転し、その大規模の修繕若しくは大規模の模様替をし、又はその用途を変更する場合（次号に掲げる場

合を除く。） 当該移転、修繕、模様替又は用途の変更に係る部分の床面積の２分の１ 

 (4) 確認を受けた建築物の計画を変更して建築物を移転し、その大規模の修繕若しくは大規模の模様替をし、又はその

用途を変更する場合 当該計画の変更に係る部分の床面積の２分の１ 

４ この表の４の項及び５の項に規定する床面積の合計は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該各号に定

める面積について算定する。 

 (1) 建築物を建築した場合（移転した場合を除く。） 当該建築に係る部分の床面積 

 (2) 建築物を移転し、又はその大規模の修繕若しくは大規模の模様替をした場合 当該移転、修繕又は模様替に係る

部分の床面積の２分の１ 


